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○

○

その他
旅費、コピー、備品

653

合計（Ａ） 38,357 合計（Ｂ） 37,390

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -967

主な
理由

委託料（保護者サポート事業）の減

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

金額

1,310

役務費
傷害保険料,おもちゃ等クリーニング
代,入退館システム回線使用料等 679 役務費

傷害保険料,おもちゃ等クリーニング
代,入退館システム回線使用料等 680

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

委託料
保護者サポートモデル事業、子育て
支援センター運営業務委託等 33,158 委託料

保護者サポート事業、子育て支援セ
ンター運営業務委託等 32,258

負担金補助及
び交付金

子育て学習室運営補助金、研修
参加負担金 1,970

負担金補助及
び交付金

子育て学習室運営補助金、研修
参加負担金 1,989

その他
旅費、コピー

590

05当初予算 18,976 0

0.85

10.20

69,877

68,910

需用費
事務用品、プレイルーム用絵
本、講師用お茶、印刷代等 1,360 需用費

0

内容

事務用品、プレイルーム用絵
本、講師用お茶、印刷代等

49,934

内容 金額

報償費
講師、学習室託児ボランティア
謝金等 600 報償費

講師、学習室託児ボランティア
謝金等 500

区分（節）

事業のコスト
（単位：千円）

財源内訳

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0.45

2.10

03決算 18,403 0 0 48,233

04当初予算 19,246 0 0 50,631

令和４年度
人員配置（人）

正規

再任用

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
地域社会全体で子育てを支援する基盤の形成を図り、地域の子育て家庭に対する育児支援及び次代の親の育成を図る。

事
業
内
容

１　あかし子育て支援センターの運営
　　　利用者数:  令和3年度　　　　　　  大人  26,761人、　 子ども　26,711人　　合計　53,472人
　　　　　　　　　　令和4年度（見込）　 　 大人  41,000人、　 子ども　41,000人　　合計　82,000人
　　　　　　　　　　令和5年度（見込）　 　 大人  44,000人、　 子ども　44,000人　　合計　88,000人
　　　相談件数：令和3年度792件　　令和4年度（見込）700件　　令和5年度（見込）800件
２　委託による子育て支援センターの運営　（利用者数／相談件数）
　　　おおくぼ　　 令和3年度　15,623人／650件　　令和4年度（見込）　22,000人／660件　　令和5年度（見込）　24,000人／700件
　　　うおずみ　  令和3年度　4,298人／57件　　 　令和4年度（見込）　4,850人／65件　　 　令和5年度（見込）　5,300人／70件
　　　にしあかし　令和3年度　8,879人／196件　　　令和4年度（見込）　10,000人／190件　　令和5年度（見込）　10,200人／200件
３　出張プレイルームの実施
　　　江井島地区１か所、魚住地区 ２か所、西明石地区２か所、大久保地区２か所　計７か所でそれぞれ月１回開設
　　　　令和3年度  706人　　令和4年度（見込）  900人　　令和5年度（見込）  1,000人
４　子育てに関する情報の収集及び提供： 　ホームページ「あかし子育て応援ナビ」、情報カレンダーでの情報提供
５　子育て支援団体等の育成及び連絡調整：　ボランティアによる読み聞かせやふれあい遊びの実施
６　子育て支援講座等の実施
７　子育て支援事業オンライン環境整備
　　コロナ禍において子育て期の保護者が必要とする講座開催や、個別相談対応を行うためオンライン環境を整備する。
８　子育て学習室の実施
　　家庭や地域の子育て力の向上を図るため、市立幼稚園・認定こども園区ごとに開設。地域の親子が集い、遊びや体験学習などを通じ地域でつながりな
がら子どもの育成を図る。
　　子育てアドバイザー等を派遣し、運営や活動に対する支援を行う。
　　　令和3年度　27か所　　令和4年度　28か所　　令和5年度　28か所
９　親子のための保護者サポート事業
　　子育てに悩みや不安を抱えている子育て家庭に対して具体的な子どもとの関わり方を学ぶ機会を提供する。
　　・令和４年度　講座20回開催（見込）　令和５年度　講座24回開催（見込）

成果指標
指標名 考え方・定義・式

1-4 子育て環境の充実
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

目 子育て支援費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法、地域子育て支援拠点事業実施要
綱、明石市子育て支援センター事業実施要綱

事業 子育て支援センター事業

施策分野
1 健康・福祉分野

事務事業名
子育て支援センター事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150101000-001

予算所管課 こども局子育て支援室子育て支援課
連絡先 (078)918-5597

令和５年度 予算事業説明シート

任期付

ｱﾙﾊﾞｲﾄ

その他

合計6.80

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

32,976

38,357

37,390

33,660

31,520

31,520

66,636 0.00

目標年次 単位 目標値

プレイルーム利用者数
（４支援センター）

４支援センター（あかし、おおくぼ、うおずみ、にしあかし）の利用者人
数

令和5年度 人 127,500

SDGs（１７の目標）　
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

○ ○ ○

⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○
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○

○

合計（Ａ） 3,376 合計（Ｂ） 3,716

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 340

主な
理由

コロナウイルス感染症対策用アルコール除菌液購入費用の増

事務用品等消耗品費
380

委託料
利用者支援事業業務委託料

3,300 委託料
利用者支援事業業務委託料

3,300

内容 金額

旅費
研修・関係機関訪問旅費

20 旅費
研修・関係機関訪問旅費

10令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費
事務用品等消耗品費

30 需用費

負担金補助及
び交付金

研修参加負担金
26

負担金補助及
び交付金

研修参加負担金
26

0 -4,068 任期付 1.25 合計 2.2005当初予算 3,716 7,725 11,441 15,509 0

0 -4,175 再任用 0.55 その他 0.1504当初予算 3,376 7,725 11,101 15,276 0

0 1,144 正規 0.25 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 2,866 6,570 9,436 8,292 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　妊娠中の方や子育て中の保護者等が、幼稚園、保育所などの施設や地域の子育て支援事業を円滑に利用できるよう、子育て支援
　　センター２か所に子育てナビゲーターを配置して、情報の提供及び必要に応じた相談・支援を行う。

２　 実施場所
　・あかし子育て支援センター
　・子育て支援センターうおずみ

３　取り組み内容
　(1)　専任職員を配置し、庁内関係課、関係機関との連携調整。
　　　　［連携先］こども健康センター、こどもセンター、こども育成室（保育所等）、発達支援センターなど
　　　　[連携内容]保育所、幼稚園、一時預かり、母子保健、子育て支援センター担当者会議での情報共有、各種講座や相談に関する
　　　　　　　　　　　情報提供など
　(2)　専任職員の能力向上のための専門研修（兵庫県子育て支援員研修）受講
　(3)　子育て支援センター間の連絡調整、子育て支援情報の共有・連携
　(4)　幼稚園、保育所や子育てサークルへの訪問等による情報収集

４　利用者支援相談件数
　　　令和3年度997件　令和4年度（見込）1,040件　令和5年度（見込）1,100件

利用者支援相談件数 令和5年度 件 1,100

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
妊娠中の方や子育て中の保護者等が、幼稚園、保育所などの施設や地域の子育て支援事業の中から、その家庭にあったも
のを適切に選択し、円滑に利用できるよう支援を行う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

相談件数

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 子育て支援費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法、利用者支援事業実施要
綱

事業 利用者支援事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
利用者支援事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150101000-002

予算所管課 こども局子育て支援室子育て支援課
連絡先 (078)918-5597
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○

○

合計（Ａ） 15,640 合計（Ｂ） 13,140

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -2,500

主な
理由

実績に基づく見直しによる委託料の減

事務用品、事業リーフレット印刷
費等 200

委託料
ﾍﾙﾊﾟｰ事業所委託料

15,400 委託料
ﾍﾙﾊﾟｰ事業所委託料

12,900

内容 金額

報償費
従事者研修会　講師謝礼

30 報償費
従事者研修会　講師謝礼

30令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費
事務用品、事業リーフレット印刷
費等 200 需用費

使用料及び賃
借料

研修会会場使用料、コピー使用
料 10

使用料及び賃
借料

研修会会場使用料、コピー使用
料 10

3,500 10,772 任期付 0.50 合計 1.9005当初予算 13,140 9,180 22,320 8,048 0

3,000 13,810 再任用 0.10 その他 0.6004当初予算 15,640 9,180 24,820 8,010 0

2,552 13,421 正規 0.70 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 12,684 11,000 23,684 7,711 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　ヘルパー派遣 （所得に応じて費用負担あり）
　下記の家庭にホームヘルパーを派遣して、家事・育児や相談・助言等のサービスを実施する。
　（1）　産前において、出産、子育てに対して不安、孤立感等を抱え、支援者がおらず、家事、育児等が困難な妊婦のいる市内の家庭
　　　　（産前ヘルパー）
　（2）　産後から養育する児童が小学校就学の始期に達するまでの間において、子育てに対して不安、孤立感等を抱え、支援者がおらず、
　　　　家事、育児等が困難な養育者のいる市内の家庭（子育て応援ヘルパー）
　
２　子育てスタート応援事業
　下記の実施内容で安心して子どもを育てる環境を整えるとともに、児童虐待の発生予防を図ることを目的に、出産後間もない乳児の保護者に対して家事
援助等のヘルパーの派遣を行い支援が必要な家庭の早期発見に努める。訪問の結果、継続した支援が必要な家庭においては、育児支援家庭訪問事業を
周知し、安定した児童養育が可能になるようにする。
　[実施内容]
　(1)　対　象　者　：生後６か月未満児の保護者
　(2)　内　 　　容　：家事援助（調理、洗濯、掃除、買物等）、育児支援（沐浴補助、おむつ交換補助等）
　(3)　時間・回数　：１時間×２回(無料)まで

３　派遣実績見込み
　令和３年度実績 ：産前・子育て応援ヘルパー派遣      　3,334回（4,427時間）、スタート応援事業　153回（利用延べ時間　212時間）
　令和４年度見込 ：産前・子育て応援ヘルパー派遣      　3,100回（4,100時間）、スタート応援事業　160回（利用延べ時間　210時間）
　令和５年度見込 ：産前・子育て応援ヘルパー派遣      　3,350回（4,500時間）、スタート応援事業　160回（利用延べ時間　210時間）

子育てスタート応援券、産前・子育て応援ヘルパー利用等時間数 令和５年度 時間 4,260

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
妊婦や就学前までの子どもがおり、家事や育児に負担があるが、周りの支援を受けることが困難な家庭に、ホームヘルパー
を派遣し、家事や育児の援助を行い、安心して子育てできる環境を整える。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

ヘルパー利用等時間数

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 子育て支援費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法、養育支援訪問事業実施要綱、明
石市育児支援家庭訪問事業実施要綱

事業 育児支援家庭訪問事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
育児支援家庭訪問事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150101000-003

予算所管課 こども局子育て支援室子育て支援課
連絡先 (078)918-5597
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○

○

合計（Ａ） 1,043 合計（Ｂ） 1,043

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

内容 金額

委託料
アプリ・ホームページ保守業務

1,043 委託料
アプリ・ホームページ保守業務

1,043令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

0 4,373 任期付 0.20 合計 0.6005当初予算 1,043 3,330 4,373 0 0

0 4,373 再任用 0.10 その他 0.0004当初予算 1,043 3,330 4,373 0 0

0 3,793 正規 0.30 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 1,043 2,750 3,793 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

・平成27年度に開発、運用を開始したスマートフォン向けアプリの運用及び維持管理業務。
　平成29年11月からは、ホームページ「あかし子育て応援ナビ」と情報の相互連携ができるようになった。

・情報をより効果的に発信するため、掲載内容や通知方法の見直しを定期的に行う。
　また、ダウンロード数を増やしていくために啓発等を行う。

・子育て世代を対象にした市事業の情報を集約し、アプリ・ホームページに掲載し、情報の発信を継続的に行う。
　ダウンロード数（累積）
　　令和３年度   11,615件
　　令和４年度   13,000件（見込）
　　令和５年度   14,000件（見込）

スマートフォン向けアプリのダウンロード数 令和５年度 件 14,000

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
妊娠中や子育て中の保護者が必要とする情報を子どもの月齢や居住地域等の属性に合わせてより利用しやすい形で提供
することにより、子育て支援制度の積極的な利用を促す。また、地域で孤立し情報が得づらい保護者に対しても必要な情報
が届く環境を整備する。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

アプリのダウンロード数

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 子育て支援費
根拠法令
・要綱等

事業 子育て情報発信事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
子育て情報発信事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150101000-004

予算所管課 こども局子育て支援室子育て支援課
連絡先 (078)918-5597



27

○

○

合計（Ａ） 155 合計（Ｂ） 55

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -100

主な
理由

需用費の見直しによる減

内容 金額

需用費
事務用品、認定ステッカー等の
印刷費 155 需用費

事務用品、認定ステッカー等の
印刷費 55令

和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

0 1,675 任期付 0.00 合計 0.2005当初予算 55 1,620 1,675 0 0

0 1,775 再任用 0.00 その他 0.0004当初予算 155 1,620 1,775 0 0

0 1,090 正規 0.20 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 50 1,040 1,090 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　市の子育て支援への協力や独自の子育て支援を行う企業を「あかし子育て応援企業」として認定し、その取り組みを市ホームページ
などで広く周知する。
　公益財団法人こども財団へ事業を委託し、応援企業の新規開拓や認定企業との連携等に取り組んでいる。
市は子育て応援企業の認定及び特に優れた子育て支援の取り組みを進めている企業に対して表彰を行っている。

　　　認定企業数　令和３年度 　175事業所
　　　 　　　　　　　　令和４年度 　190事業所（見込）
　　　　　　　　　　　 令和５年度　 200事業所（見込）

２　乳幼児を連れた親子が授乳やおむつ替えのため、気軽に立ち寄ることのできる施設を「赤ちゃんの駅」として登録し、その情報を提供している。
　「赤ちゃんの駅」事業の実施：登録数  　令和３年度105施設　令和４年度（見込）108施設　令和５年度（見込）109施設

あかし子育て応援企業の認定を受けている企業の数 令和５年度
企業・事業

所
200

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
企業による子育て支援への取り組みを促進し、その取り組みを広く紹介することにより、安心して子どもを産み育て、子どもが
健やかに育つまちづくりを進める。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

認定企業数

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 子育て支援費
根拠法令
・要綱等

事業 子育て応援企業認定事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
子育て応援企業認定事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150101000-005

予算所管課 こども局子育て支援室子育て支援課
連絡先 (078)918-5597



17

○

合計（Ａ） 3,001 合計（Ｂ） 3,501

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 500

主な
理由

こども基金寄附見込み額の増

内容 金額

積立金
基金積立金

3,001 積立金
基金積立金

3,501令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

3,501 1,620 任期付 0.00 合計 0.2005当初予算 3,501 1,620 5,121 0 0

3,001 1,620 再任用 0.00 その他 0.0004当初予算 3,001 1,620 4,621 0 0

3,005 1,652 正規 0.20 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 3,037 1,620 4,657 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

　「明石市こども基金」は、平成17年4月に、本市出資金と民間団体、個人からの寄附金をもとに設置された。

＜寄附金等の状況＞
　令和３年度　 寄附受領件数　33件、寄付受領額　3,361,271円
　令和４年度　 寄附受領件数　45件、寄付受領額　6,500,000円（見込）
　令和５年度　 寄附受領件数　40件、寄付受領額　3,500,000円（見込）

※　平成27年度以降、「子育て応援自販機」を下記の通り６台設置しており、売上の一部をこども基金への寄附金としている。
　　　明石市役所議会棟：1台（平成27年度～）
　　　あかしこども広場：2台（平成29年度～）
　　　明石こどもセンター：1台（令和元年度～）
　　　あかしこども財団：2台（令和2年度～）

明石市こども基金の寄附受領件数 令和５年度 件 40

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
子どもたちの健やかな育ちを支えるよう市民が主体的に行う子育て支援活動及び児童健全育成活動の振興に資するために
設置した明石市こども基金への寄附受納及び、積立金の運用を行うもの。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

寄附受領件数

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 子育て支援費
根拠法令
・要綱等

明石市こども基金条例、明石市こども基金条例
施行規則

事業 こども基金運用事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
こども基金運用事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150101000-006

予算所管課 こども局子育て支援室子育て支援課
連絡先 (078)918-5597



30

○

合計（Ａ） 30,000 合計（Ｂ） 28,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -2,000

主な
理由

実績に基づく見直しによる負担金補助及び交付金の減

内容 金額

負担金補助及
び交付金

財団への運営補助金
30,000

負担金補助及
び交付金

財団への運営補助金
28,000令

和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

0 31,240 任期付 0.00 合計 0.4005当初予算 28,000 3,240 31,240 0 0

0 33,240 再任用 0.00 その他 0.0004当初予算 30,000 3,240 33,240 0 0

0 10,570 正規 0.40 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 7,330 3,240 10,570 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

すべての子どもたちを地域みんなで応援するまちづくりを推進するため、公益財団法人こども財団の運営を補助する。

こども財団の組織運営全般
　・市民への幅広い情報提供
　　広報紙（財団だより）の作成・配布、ホームページの充実等
　・学生ボランティアの活動支援
　・こども財団職員人件費等運営に係る補助
　・こども向け講座の開催

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
子どもを核としたまちづくりをさらに推進するため、こども財団の運営を支援するもの。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 子育て支援費
根拠法令
・要綱等

事業 こども財団運営事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
こども財団運営事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150101000-007

予算所管課 こども局子育て支援室子育て支援課
連絡先 (078)918-5597



30

○

合計（Ａ） 32,000 合計（Ｂ） 29,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -3,000

主な
理由

実績に基づく見直しによる委託料の減

明石公園ボート利用料金助成
1,500

内容 金額

委託料
こども総合支援推進事業業務委
託（こども食堂運営など） 32,000 委託料

こども総合支援推進事業業務委
託（こども食堂運営など） 27,500令

和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

使用料及び賃
借料

23,926 9,934 任期付 0.00 合計 0.6005当初予算 29,000 4,860 33,860 0 0

27,283 9,577 再任用 0.00 その他 0.0004当初予算 32,000 4,860 36,860 0 0

14,932 6,886 正規 0.60 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 16,958 4,860 21,818 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　こどもの居場所づくり事業
　　　全28小学校区に開設するこども食堂への開設・運営支援
　　　【こども食堂設置数・開催回数】　 令和３年度　　　　　設置数：28校区45箇所、開催回数437回
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和４年度（見込） 設置数：28校区49箇所、開催回数607回
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和５年度（見込） 設置数：28校区49箇所、開催回数696回
２　地域活動支援事業
(1)　助成団体数（公募団体）
　　　令和３年度：36
　　　令和４年度：32（見込）
　　　令和５年度：43（見込）
(2)　こども夢文庫への運営助成
　　  令和３年度：7か所
　　  令和４年度：8か所（見込）
　　  令和５年度：8か所（見込）
３　子育て応援企業連携事業
(1)　子育て応援企業の新規開拓及び認定申請の受付
(2)　子育て応援企業と地域とのマッチング支援
(3)　こども子育て応援企業との連携企画の実施

こども食堂の開催回数（総数） 令和5年度 回数 696

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
食を通じて地域とふれあい、豊かな人間性を育むため、全ての子どもの居場所となるこども食堂の開設および運営支援を行
う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

こども食堂　開催回数

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 子育て支援費
根拠法令
・要綱等

事業 こども総合支援推進事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
こども総合支援推進事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150101000-008

予算所管課 こども局子育て支援室子育て支援課
連絡先 (078)918-5597



28

○

○

合計（Ａ） 141,615 合計（Ｂ） 140,625

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -990

主な
理由

委託料（天井防カビ剤塗布作業）の減

施設運営業務委託、システム保
守、遊具定期点検等 138,070

使用料及び賃
借料

コピー機使用料、各種受信料
60

使用料及び賃
借料

コピー機使用料、各種受信料
120

その他
廃棄物処分料、防火防災管理者
講習受講旅費等 52 その他

廃棄物処分料、防火防災管理者
講習受講旅費等 52

備品購入費
施設関連備品購入

400 備品購入費
施設関連備品購入

400

内容 金額

需用費
事務用品、講座用消耗品、利用
者カード印刷、施設備品修繕費 1,593 需用費

事務用品、講座用消耗品、利用
者カード印刷、施設備品修繕費 1,513令

和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

委託料
施設運営業務委託、システム保
守、遊具定期点検等 139,000 委託料

役務費
電話使用料、入退館システム回
線使用料 510 役務費

電話使用料、入退館システム回
線使用料 470

14,756 113,983 任期付 0.40 合計 1.1005当初予算 140,625 6,300 146,925 18,186 0

16,570 113,159 再任用 0.10 その他 0.0004当初予算 141,615 6,300 147,915 18,186 0

9,118 119,801 正規 0.60 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 136,895 6,300 143,195 14,276 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

あかしこども広場の運営（こども健康センター、あかし子育て支援センターに係る費用を除く）
１　あかしこども広場の施設の維持管理
　　あかしこども広場（５階）に関わるシステム保守及び遊具定期メンテナンス、消耗品、修繕費用等
２　業務委託による施設の運営
(1)　貸室業務
　　貸室を行う施設の受付、貸出し等の業務。平均稼働率　令和３年度：50.4％、令和４年度：50％（見込）、令和５年度：55％（見込）
(2)　子育て支援・母子保健関連講座開催業務
　　出産前の方や子育て中の親子を対象にした、子育てに関しての知識の学習や、親同士の交流を図るための講座を実施する。
　　令和３年度開催回数：115回、令和４年度開催回数：196回（見込）、令和５年度開催回数：202回（見込）
(3)　明石市ファミリーサポートセンターの運営
　　子育ての応援をして欲しい人（依頼会員）と応援をしたい人（提供会員）の仕事と育児の両立支援及び地域の子育て支援を図るため、相互援助活動を支
援する。
　　令和３年度 　　  （会員数）提供会員310人　依頼会員 1,014人　両方会員 64人　会員計 1,388人　（活動件数） 1,849件
    令和４年度見込 （会員数）提供会員330人　依頼会員 1,040人　両方会員 70人　会員計 1,440人　（活動件数） 1,650件
    令和５年度見込 （会員数）提供会員340人　依頼会員 1,060人　両方会員 80人　会員計 1,480人　（活動件数） 1,850件
(4)　親子交流スペースの運営
　　大型遊具等を活用し子どもと保護者が共にふれあい、遊ぶことを通じて、こどもの健やかな育ちと親子の交流を促進する施設の運営。
　　令和３年度利用者数：69,738人、令和４年度利用者数（見込）：99,600人、令和５年度利用者数（見込）：115,000人
(5)　中高生世代交流施設の運営
　　青少年に健全で安全な居場所を提供し、子どもたちの自主的な活動をサポートし、健全な青少年の育成を図るための施設の運営。
　　令和３年度利用者数：27,792人、令和４年度利用者数（見込）：38,100人、令和５年度利用者数（見込）：42,000人
(6)　一時保育ルームの運営
　　あかし総合窓口やこども健康センター等に用務のある場合や、保護者が何らかの理由で子どもを保育できない場合に一時的に預かる施設の運営。
　　令和３年度利用者数：3,911人、令和４年度利用者数（見込）：3,600人、令和５年度利用者数（見込）：4,200人

あかしこども広場（親子交流スペース・中高生世代交流施設）の利用
者数

令和５年度 人 157,000

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
子どもの健やかな育ちを総合的に支援するとともに、子どもを中心とした多様な交流を創出し、子どもの健全な居場所を提供
することにより、次世代を担う子どもの育成と子育て支援の推進を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

利用者数

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 子育て支援費
根拠法令
・要綱等

あかしこども広場条例、あかしこども広場条例施
行規則

事業 あかしこども広場管理運営事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
あかしこども広場管理運営事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150101000-009

予算所管課 こども局子育て支援室子育て支援課
連絡先 (078)918-5597



2

○

合計（Ａ） 121,494 合計（Ｂ） 121,310

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -184

主な
理由

需用費の見直しによる減

郵便料
960

役務費
郵便料

960 委託料
おむつ等の配達及び見守り業務
委託 120,000

使用料及び賃
借料

コピー機使用料
14

内容 金額

報償費
プロポーザル選定委員謝礼

20 需用費
申請書送付用封筒、事業案内ち
らし等 350令

和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費
申請書送付用封筒、事業案内ち
らし等 500 役務費

委託料
おむつ等の配達及び見守り業務
委託 120,000

0 135,515 任期付 0.85 合計 2.6005当初予算 121,310 14,205 135,515 0 0

0 135,699 再任用 0.05 その他 0.4004当初予算 121,494 14,205 135,699 0 0

0 111,937 正規 1.30 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 98,777 13,160 111,937 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

　子育て経験のある配達員が、定期的に関わりを持ち、 不安や悩みを聴きながら声をかけ、見守りを行う。保護者や赤ちゃんと出会うきっかけとして、毎月
3,000円相当の赤ちゃん用品を配達し、赤ちゃんの健やかな成長に役立つ様々な情報をお届けする。
（１）期間
　　生後３か月から満１歳の誕生月まで
（２）回数
　　最大10回
（３）配達員による見守りの概要
　　①配達先の様子の確認
　　　・家にこもりがちになるお母さん等と会話をし、子育ての不安の有無や保護者や赤ちゃんの様子を確認する。
　　　・定期的に訪問することで、家庭の様子を把握し、保護者や赤ちゃんの変化に気づく。
　　②子育てサポート情報の提供
　　　・市が作成する赤ちゃんの健やかな成長に役立つ様々なサポート情報紙をお届けし、よくある困りごとや知って欲しい子育て情報を毎回提供する。
　　③保護者からの相談への対応
　　　・保護者から育児の相談などがあれば傾聴し、配達員の子育て経験を通じた体験談を伝えるなど、子育て不安の軽減を図る。
　　　・相談内容に応じて、市の子育てサービスや子育て関連施設、関係部署を紹介し、支援にスムーズに繋がるよう、保護者と市の橋渡しを行う。
　　④市への報告
　　　・配達時の状況、配達員が感じたことについて、毎月市に報告する。
　　　・赤ちゃんや保護者の様子から虐待などに発展しそうな兆候がある場合は市へ連絡をし、こども健康課や明石こどもセンターと連携し訪問等を行う。
（４）年間配達数
　　令和3年度　  26,092回　　令和4年度（見込）　　26,800回　　令和5年度（見込）　　28,000回

おむつ定期便の申請を行った０歳児家庭の割合 令和5年度 ％ 100

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
虐待等のリスクの最も高いといわれる０歳児に対して、おむつなどの赤ちゃん用品の配達や市の子育て情報の提供を活用す
ることにより、毎月定期的に関わりを持ち、不安や悩みを聴きながら見守りを行う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

事業の利用率

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 子育て支援費
根拠法令
・要綱等

明石市おむつ定期便事業実施要綱事業 おむつ定期便事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 令和 年度

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
おむつ定期便事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150101000-010

予算所管課 こども局子育て支援室子育て支援課
連絡先 (078)918-5597



36

○

合計（Ａ） 6,213 合計（Ｂ） 3,233

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -2,980

主な
理由

システム改修業務に係る委託料の減

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

金額

480

委託料
システム保守・改修業務等

4,859 委託料
システム保守業務等

1,959

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

使用料及び賃
借料

システム賃借料
コピー使用料 850

使用料及び賃
借料

システム賃借料
コピー使用料 774

05当初予算 1,666 0

1.00

7.90

37,023

34,043

需用費
消耗品費、印刷製本費等

484 需用費

0

内容

消耗品費、印刷製本費等

32,377

内容 金額

旅費
近接地旅費等

20 旅費
近接地旅費等

20

区分（節）

事業のコスト
（単位：千円）

財源内訳

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

2.70

0.00

03決算 1,672 0 0 29,578

04当初予算 1,605 0 1,100 34,318

令和４年度
人員配置（人）

正規

再任用

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
児童扶養手当の支給事務に関して、適正に審査認定・支給等できるような体制を維持する。
特別児童扶養手当の申請等受付にかかる事務手続を適切かつ速やかに行う。

事
業
内
容

１　児童扶養手当の審査認定・支給等にかかる事務を適正に行う。

２　特別児童扶養手当の県への進達に係る事務(市は受付のみ)を適正に行う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式

1-4 子育て環境の充実
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 法定受託事務 開始年度 昭和 年度

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

児童扶養手当法
特別児童扶養手当等の支給に関する法律

事業 児童扶養手当等事務事業

施策分野
1 健康・福祉分野

事務事業名
児童扶養手当等事務事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150102000-001

予算所管課 こども局子育て支援室児童福祉課
連絡先 (078)918-5027

令和５年度 予算事業説明シート

任期付

ｱﾙﾊﾞｲﾄ

その他

合計2.20

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

3,500

6,213

3,233

27,750

30,810

30,810

31,250 2.00

目標年次 単位 目標値

― 　 　

SDGs（１７の目標）　
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

○ ○

⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰



44

○

合計（Ａ） 72 合計（Ｂ） 24

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -48

主な
理由

支給対象者の減少による扶助費の減

内容 金額

扶助費
交通災害等遺児養育福祉金

72 扶助費
交通災害等遺児養育福祉金

24令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

0 1,644 任期付 0.00 合計 0.2005当初予算 24 1,620 1,644 0 0

0 1,692 再任用 0.00 その他 0.0004当初予算 72 1,620 1,692 0 0

0 1,692 正規 0.20 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 72 1,620 1,692 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　支給対象
　　交通事故等により父母又はそのいずれかを失った遺児の保護者
　　※令和３年３月31日をもって事業廃止（受給中の者については、本来の支給期間が終了するまで支給を継続）

２　支給期間
　　18歳未満の遺児で学校教育法に基づく小学校、中学校、及び特別支援学校に在学する期間

３　支給額
　　2,000円（児童１人あたり月額）
　
４　助成対象児童数
　　令和3年度　　　  3人
　　令和4年度　　　  3人（見込み）
　　令和5年度　　　  1人（見込み）

　

　

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
交通事故等により父母又はそのいずれかを失った遺児の健全な養育と福祉の増進を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

―

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

明石市交通災害等遺児養育福祉金支給条例事業 交通災害等遺児養育福祉金支給事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
交通災害等遺児養育福祉金支給事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150102000-002

予算所管課 こども局子育て支援室児童福祉課
連絡先 (078)918-5027



24

○

合計（Ａ） 10,887 合計（Ｂ） 16,961

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 6,074

主な
理由

システム改修業務に係る委託料の増

消耗品費、印刷製本費等
1,070

委託料
システム保守・改修業務
通知書等封入封緘業務 7,607 委託料

システム保守・改修業務
通知書等封入封緘業務 13,802

内容 金額

旅費
近接地旅費等

10 旅費
近接地旅費等

10令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費
消耗品費、印刷製本費等

1,170 需用費

使用料及び賃
借料

システム賃借料
コピー使用料 2,100

使用料及び賃
借料

システム賃借料
2,079

0 38,531 任期付 2.70 合計 6.5005当初予算 16,961 21,570 38,531 0 0

2,500 29,957 再任用 0.00 その他 0.0004当初予算 10,887 21,570 32,457 0 0

0 26,528 正規 1.30 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 2.5003決算 14,483 20,445 34,928 8,400 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　児童手当の審査認定・支給等にかかる事務を適正に行う。

　 　 　

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
児童手当の支給事務に関して、適正に審査認定・支給等できるような体制を維持する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

―

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

児童手当法事業 児童手当施行事務事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 法定受託事務 開始年度 平成 年度

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
児童手当施行事務事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150102000-003

予算所管課 こども局子育て支援室児童福祉課
連絡先 (078)918-5027



3

○

○

合計（Ａ） 63,014 合計（Ｂ） 60,068

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -2,946

主な
理由

高等職業訓練促進給付金対象者の減少による扶助費の減

ひとり親家庭総合支援事業
ひとり親家庭日常生活支援事業 2,300

扶助費
高等職業訓練促進給付金
自立支援教育訓練給付金 など 36,723 扶助費

高等職業訓練促進給付金
自立支援教育訓練給付金 など 35,000

その他
旅費（施設措置、近接地等）、役
務費（郵送料、振替手数料）など 196 その他

旅費（施設措置、近接地等）、役
務費（郵送料、振替手数料）など 179

償還金利子及
び割引料

母子父子寡婦福祉資金貸付金
の債権譲渡額 2,429

償還金利子及
び割引料

母子父子寡婦福祉資金貸付金
の債権譲渡額 2,429

内容 金額

需用費
需用費（消耗品費）

150 需用費
需用費（消耗品費）

43令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

委託料
ひとり親家庭総合支援事業
ひとり親家庭日常生活支援事業 2,300 委託料

貸付金
ひとり親家庭応援貸付金事業

21,216 貸付金
ひとり親家庭応援貸付金事業

20,117

20,138 27,978 任期付 1.80 合計 3.3505当初予算 60,068 17,415 77,483 29,367 0

21,237 25,900 再任用 0.00 その他 0.0004当初予算 63,014 17,415 80,429 33,292 0

18,623 26,979 正規 1.55 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 60,042 18,630 78,672 33,070 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　自立支援教育訓練給付金(国補助事業）
　　ひとり親家庭の母等が、就業に向けての取り組みとして、指定している講座を受講した場合、受講料の一部を助成する。
　　　給付金支給人数　　　 令和3年度　12人、令和4年度 12人（見込み）、令和5年度 14人（見込み）
２　高等職業訓練促進給付金(国補助事業)
　　ひとり親家庭の母等が、看護師・介護福祉士・保育士等の資格取得のため、養成機関で修業する場合に、給付金を支給する。
　　　　給付金支給人数　　   令和3年度 32人、令和4年度 30人（見込み）、令和5年度 27人（見込み）
３　就労支援・母子父子相談(一部国補助事業)
　　就労支援員を置き、ハローワーク等と連携してひとり親家庭の母等の就業を支援する。また、母子父子自立支援員による母子父子相談を実施する。
　　　　就労相談者数　　　　　令和3年度 129人、令和4年度 140人（見込み）、令和5年度 150人（見込み）
　　　　母子父子相談件数　  令和3年度 711件、令和4年度 900件（見込み）、令和5年度 900件（見込み）
４　ひとり親家庭交流事業(国補助事業)
　　ひとり親家庭の自立に向けた親子の交流の場を設ける。
　　　　実施回数　令和3年度　5回、令和4年度　5回（実施予定）、令和5年度　5回（実施予定）
５　ひとり親家庭総合相談会(国補助事業)
　　児童扶養手当現況届出期間である8月をひとり親家庭総合支援月間として、気軽に専門相談を受けられる総合相談会を実施する。
　　　　　相談件数　令和3年度　43件、令和4年度　45件、令和5年度　45件（見込み）
６　ひとり親家庭応援貸付金事業
　　家計管理の安定を図るため、児童扶養手当受給者に対して、手当支給のない月に、手当1か月相当額を無利子で貸し付け、手当支給時に精算する。
　　　　令和3年度　68件、令和4年度　70件（見込み）、令和5年度　80件（見込み）
７　ひとり親家庭等日常生活支援事業(国補助事業）
　　ひとり親家庭に対して、家事支援・保育サービスを行う。
　　　　登録家庭数　令和3年度　41件、令和4年度　50件（見込み）、令和5年度　60件（見込み）
８　母子父子寡婦福祉資金貸付金の債権譲渡に伴う譲渡額支払い
　　平成30年度の中核市移行による兵庫県からの債権譲渡について、その譲渡額を支払う（令和2～6年度）

就労支援員が就労相談を行った人数 令和5年度 人 150

母子父子相談件数 母子父子自立支援員が相談対応した件数 令和5年度 件 900

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
ひとり親家庭等の父または母の自立促進のため、就労相談や資格取得等に伴う経済的支援を行うとともに、親子の交流の
場、相談の場を充実させる。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

就労相談者数

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

母子及び父子並びに寡婦福祉法
明石市高等職業訓練促進給付金事業実施要綱
明石市母子家庭等自立支援教育訓練給付金事業実
施要綱

事業 母子自立支援事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治＋法定 開始年度 平成 年度

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
母子自立支援事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150102000-004

予算所管課 こども局子育て支援室児童福祉課
連絡先 (078)918-5027



2

○

合計（Ａ） 122,390 合計（Ｂ） 148,260

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 25,870

主な
理由

奨学生の増加に伴う扶助費の増

奨学生選考委員旅費等
68

需用費
奨学生選考委員会開催費

3 需用費
奨学生選考委員会開催費

3

扶助費
入学準備金、在学時支援金

103,200 扶助費
入学準備金、在学時支援金

129,600

内容 金額

報償費
奨学生選考委員報償費

89 報償費
奨学生選考委員報償費

89令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

旅費
奨学生選考委員旅費等

98 旅費

委託料
学習支援、学校生活支援外部委
託 19,000 委託料

学習支援、学校生活支援外部委
託 18,500

0 153,875 任期付 0.00 合計 2.6505当初予算 148,260 14,865 163,125 9,250 0

0 127,755 再任用 0.00 その他 0.0004当初予算 122,390 14,865 137,255 9,500 0

0 30,500 正規 1.65 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 1.0003決算 78,945 12,555 91,500 61,000 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　奨学金の内容
　（１）給付型奨学金の支給
　　　①入学準備金　　 30万円（上限）　　　　　　　　 高校入学に際して必要となる費用（入学金、施設設備費、制服代、教科書代など）
　　　②在学時支援金　毎月１万円（原則３年間）　  高校在学中に必要となる費用（クラブ活動費、学用品費、通学費など）
　（２）奨学生を対象とした学習・生活サポート
　　　①学習支援　　　　　高校入試に向けた学習・相談支援
　　　②学校生活支援　　専門の相談役（チューター）による、高校進学後の学校生活や日常生活の相談支援

２　対象者
　　経済面や家庭環境等により高校進学が困難な人で、次の①～③すべてに該当する人
　　　①高等学校等に進学予定
　　　②20歳未満
　　　③本人又は本人と生計を一にする家族が市内に在住

３　実績
　（１）入学準備金
　　令和２年度　110名　　　　　令和３年度　198名　　令和４年度　220名（見込み）　　令和５年度　200名（見込み）
　（２）在学時支援金・学校生活支援
　　令和２年度　該当者なし　　令和３年度　108名　　令和４年度　305名（見込み）　　令和５年度　521名（見込み）

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
　親の意向や経済的状況に依拠せず、自らの意思で安心して夢に向かうことができるよう、高等学校進学に向けた給付型奨
学金の給付を行うとともに、学習・生活のサポートを行い、社会全体でこどもの育ちを応援する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

―

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

明石市給付型奨学金事業実施要綱事業 こども夢応援プロジェクト事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 令和 年度

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
こども夢応援プロジェクト事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150102000-005

予算所管課 こども局子育て支援室児童福祉課
連絡先 (078)918-5027



48

○

合計（Ａ） 1,627,460 合計（Ｂ） 1,669,915

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 42,455

主な
理由

助成対象者の増加による扶助費の増

消耗品費、印刷製本費等
1,400

役務費
医療機関等事務処理費
審査支払事務手数料、郵便料 43,800 役務費

医療機関等事務処理費
審査支払事務手数料、郵便料 47,000

その他
使用料及び賃借料（コピー使用
料）・備品購入費 395 扶助費

こども医療費助成額
1,620,000

扶助費
こども医療費助成額

1,581,000
使用料及び賃
借料

コピー使用料
400

内容 金額

旅費
近接地旅費等

5 旅費
近接地旅費等

5令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費
消耗品費、印刷製本費等

1,560 需用費

委託料
受給者証等封入封緘業務

700 委託料
受給者証等封入封緘業務

1,110

0 1,378,885 任期付 3.20 合計 6.5005当初予算 1,669,915 27,270 1,697,185 318,300 0

0 1,343,775 再任用 0.00 その他 1.0004当初予算 1,627,460 27,270 1,654,730 310,955 0

203 1,277,409 正規 2.30 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 1,557,627 26,325 1,583,952 306,340 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　助成対象
　　18歳到達後の最初の3月31日までのこどもを養育している者で、健康保険に加入している者

２　助成内容
　　通院・入院とも保護者負担なし、所得制限なし
　
３　助成対象児童数（各年度末）
　　令和3年度　52,355人、令和4年度　52,500人（見込み）、令和5年度　52,800人（見込み）

４　助成額
　　令和3年度　1,512,625千円、令和4年度　1,581,000千円（見込み）、令和5年度　1,620,000千円（見込み）

助成を行った児童数 令和5年度 人 52,800

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
すべてのこどもが必要なときに必要な医療を安心して受けることができる環境をつくる。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

助成対象児童数

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

明石市こども医療費の助成に関する条例
明石市こども医療費の助成に関する条例施行
規則

事業 こども医療費助成事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治＋法定 開始年度 昭和 年度

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
こども医療費助成事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150102000-006

予算所管課 こども局子育て支援室児童福祉課
連絡先 (078)918-5027



25

○

合計（Ａ） 26,220 合計（Ｂ） 23,020

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -3,200

主な
理由

助成対象件数の減少による扶助費の減

養育医療扶助費
23,000

内容 金額

役務費
請求委託手数料

20 役務費
請求委託手数料

20令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

扶助費
養育医療扶助費

26,200 扶助費

0 13,015 任期付 0.50 合計 0.9505当初予算 23,020 4,995 28,015 15,000 0

0 14,715 再任用 0.00 その他 0.0004当初予算 26,220 4,995 31,215 16,500 0

134 12,229 正規 0.45 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 23,262 4,995 28,257 15,894 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　助成対象
　　身体の発育が未熟なまま出生した乳児で、医師が入院養育を必要と認めた者

２　助成期間
　　指定医療機関に入院している間

３　助成内容
　　入院医療費、入院時食事療養費を無料とする

　　※公費負担額より、徴収基準額に応じた自己負担額を除いた額の１／２が国、１／４が県と市の負担となる。

４　助成対象者数・助成額
  　令和3年度 　助成対象者　 82人　助成額　23,250,003円
　　令和4年度 　助成対象者　100人　助成額　26,200,000円　（見込み）
　　令和5年度 　助成対象者　　90人　助成額　23,000,000円　（見込み）

助成を行った人数 令和5年度 人 90

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
出生体重が2,000グラム以下など、身体の発育が未熟なまま出生した乳児の健康維持とその保護者を支援するため、入院に
かかる費用の助成を行う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

助成対象児童数

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

母子保健法事業 未熟児養育医療費助成事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 法定受託事務 開始年度 平成 年度

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
未熟児養育医療費助成事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150102000-007

予算所管課 こども局子育て支援室児童福祉課
連絡先 (078)918-5027



54

○

合計（Ａ） 60,443 合計（Ｂ） 56,223

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -4,220

主な
理由

助成対象者の減少による扶助費の減

消耗品費、印刷製本費等
170

役務費
医療機関等事務処理費
審査支払事務手数料 1,240 役務費

医療機関等事務処理費
審査支払事務手数料 1,050

扶助費
母子家庭等医療費助成額

59,000

内容 金額

旅費
近接地旅費等

3 旅費
近接地旅費等

3令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費
消耗品費、印刷製本費等

170 需用費

使用料及び賃
借料

コピー使用料
30 扶助費

母子家庭等医療費助成額
55,000

0 47,793 任期付 1.00 合計 2.7005当初予算 56,223 13,170 69,393 21,600 0

0 52,613 再任用 0.00 その他 0.0004当初予算 60,443 13,170 73,613 21,000 0

0 46,418 正規 1.20 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.5003決算 51,755 13,770 65,525 19,107 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　助成対象
　　母子(父子)家庭の母(父)と児童及びこれらに準じる児童で、所得が所得制限以内の者
２　助成期間
　　児童が18歳に達する年度末まで
　　高等学校等に在学中の児童については20歳に達する月末まで
３　助成内容
　（１）母子（父子）家庭の母（父）
　　外来　１日800円を限度に月２回まで保護者負担
　　入院　月3,200円を限度に１割を保護者負担(連続入院４ヶ月目以降負担なし)
　（２）児童
　　外来　１日600円を限度に月２回まで保護者負担
　　入院　月2,400円を限度に１割を保護者負担(連続入院４ヶ月目以降負担なし)
　(１）・（２）とも軽減措置あり
　　市民税非課税世帯であって公的年金収入と所得の合計から公的年金収入分の雑所得を差し引いた合計が800,000円以下の場合
　　   外来　１日400円を限度に月２回まで保護者負担
　　   入院　月1,600円を限度に１割を保護者負担(連続入院４ヶ月目以降負担なし)
４　助成対象者数　　令和3年度　1,179人、令和4年度　1,200人（見込み）、令和5年度　1,150人（見込み）
５　助成額　　　　　　 令和3年度　50,480千円、令和4年度　59,000千円（見込み）、令和5年度　55,000千円（見込み）

助成を行った人数 令和5年度 人 1,200

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
ひとり親家庭等の父または母及びその児童に対し、医療費のうち自己負担相当額を助成することにより、健康の維持及び福
祉の向上を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

助成対象者数

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

明石市母子家庭等医療費の助成に関する条例
明石市母子家庭等医療費の助成に関する条例
施行規則

事業 母子家庭等医療費助成事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 法定受託事務 開始年度 昭和 年度

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
母子家庭等医療費助成事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150102000-008

予算所管課 こども局子育て支援室児童福祉課
連絡先 (078)918-5027



10

○

合計（Ａ） 8,000 合計（Ｂ） 10,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 2,000

主な
理由

施設入所世帯の増加による扶助費の増

内容 金額

扶助費
母子生活支援施設措置費

8,000 扶助費
母子生活支援施設措置費

10,000令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

10 8,905 任期付 0.40 合計 0.7505当初予算 10,000 3,915 13,915 5,000 0

10 7,905 再任用 0.00 その他 0.0004当初予算 8,000 3,915 11,915 4,000 0

13 4,196 正規 0.35 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 2,430 3,915 6,345 2,136 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　入所対象
　　DVからの避難など、保護を要する配偶者のいない女子又はこれに準ずる女子及び児童

２　内容
　・　自立支援を目的として、母子生活支援施設へ措置し、その施設に対して入所に係る措置費を支払う。
　　　また、国の基準により、所得に応じて利用者から入所者負担金を徴収する。
　・　母子生活支援施設においては、個々の状況に応じた、就労・家庭生活やこどもの養育に関する相談対応等を行う。

３　入所措置世帯数
　　令和3年度　2世帯、令和4年度　3世帯（見込み）、令和5年度　4世帯（見込み）

母子生活支援施設に入所措置した世帯数 令和5年度 世帯 4

　 　 　 　

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
保護を要する配偶者のいない女子又はこれに準ずる女子及び児童を母子生活支援施設に入所させることにより、母子を保
護するとともに、自立促進のための支援を行う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

措置世帯数

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 児童措置費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法
児童福祉法による費用の徴収に関する規則

事業 母子生活支援施設入所事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 法定受託事務 開始年度 平成 年度

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
母子生活支援施設入所事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150102000-009

予算所管課 こども局子育て支援室児童福祉課
連絡先 (078)918-5027



○

合計（Ａ） 16,050 合計（Ｂ） 15,728

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -322

主な
理由

施設入所者の減少による扶助費の減

助産施設措置費
9,578

内容 金額

委託料
助産施設運営に対する委託料

6,150 委託料
助産施設運営に対する委託料

6,150令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

扶助費
助産施設措置費

9,900 扶助費

404 13,572 任期付 0.00 合計 0.3505当初予算 15,728 2,835 18,563 4,587 0

571 13,649 再任用 0.00 その他 0.0004当初予算 16,050 2,835 18,885 4,665 0

174 8,328 正規 0.35 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 7,542 2,835 10,377 1,875 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　助成対象
　　経済的な理由により産科婦人科で入院助産費を支払うことができない妊産婦

２　内容
　　支援が必要な妊産婦を助産を行うために助産施設に入所させ、その施設に対して入所に係る措置費を支払う。
　　また、国の基準により、所得に応じて利用者から入所者負担金を徴収する。

３　助成実績
　　令和3年度　 8人、令和4年度　 13人（見込み）、令和5年度　15人（見込み）

助産施設を利用した人数 令和5年度 人 15

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
保健上必要があるにもかかわらず、経済的理由により入院助産を受けることができない妊産婦に対し助産施設において助産
を行うことで、妊産婦の母体保護と安全な出産を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

利用者数

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 児童措置費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法
児童福祉法による費用の徴収に関する規則
明石市助産の実施に関する要綱

事業 助産施設入所事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 法定受託事務 開始年度 不明

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
助産施設入所事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150102000-010

予算所管課 こども局子育て支援室児童福祉課
連絡先 (078)918-5027



14

○

合計（Ａ） 1,110,000 合計（Ｂ） 1,090,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -20,000

主な
理由

児童扶養手当受給者の減少による扶助費の減

内容 金額

扶助費
児童扶養手当費

1,110,000 扶助費
児童扶養手当費

1,090,000令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

1,000 735,927 任期付 0.20 合計 1.4005当初予算 1,090,000 10,260 1,100,260 363,333 0

1,000 749,260 再任用 0.00 その他 0.0004当初予算 1,110,000 10,260 1,120,260 370,000 0

1,444 724,274 正規 1.20 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 1,077,307 13,500 1,090,807 365,089 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　支給対象
　　父又は母と生計をともにできない児童の母又は父、もしくは養育者で所得制限以内の者
２　支給期間
　　児童が18歳に達する年度末まで
　　心身に中度以上の障害を有する児童については20歳未満
３　支給方法
　　指定口座に振り込み（奇数月）
４　支給額（月額）
　　全部支給…43,070円
　　一部支給…10,160円～43,060円　≪間差額10円≫
　　　※　第２子加算　最大10,170円、第３子以降加算 最大6,100円
５　年度末受給者数
　　令和3年度　2,103人、令和4年度　2,100人（見込み）、令和5年度　2,050人（見込み）
６　給付額
　　令和3年度1,077,307千円、令和4年度1,110,000千円（見込み）、令和5年度1,090,000千円（見込み）

年度末受給者数 令和5年度 人 2,050

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
父または母と生計を同じくしていない児童が養育されている家庭の生活の安定と自立の促進に寄与し、児童の福祉の増進を
図るため、児童扶養手当を支給する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

児童扶養手当
年度末受給者数

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 児童措置費
根拠法令
・要綱等

児童扶養手当法事業 児童扶養手当支給事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 法定受託事務 開始年度 平成 年度

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
児童扶養手当支給事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150102000-011

予算所管課 こども局子育て支援室児童福祉課
連絡先 (078)918-5027



4

○

合計（Ａ） 0 合計（Ｂ） 289,329

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 289,329

主な
理由

郵便料、口座振込手数料
2,166

委託料
印刷封入封緘業務委託等

1,000

内容 金額

需用費
消耗品費、印刷製本費

1,163令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

役務費

扶助費
出産応援給付金、子育て応援給
付金 285,000

0 48,222 任期付 0.00 合計 0.0005当初予算 289,329 0 289,329 241,107 0

0 0 再任用 0.00 その他 0.0004当初予算 0 0 0 0 0

0 0 正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 0 0 0 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　出産応援給付金
　➀　対　　　象　妊婦（妊娠届出時の面談を受けた者）
　②　対象者数　約2,900人
　➂　支 給 額 　妊婦１人当たり５万円（多胎妊娠の場合も同様）
　④　給 付 額 　令和4年度（見込み）：252,500千円（5,050人）

２　子育て応援給付金
　➀　対　　　象　出生したこどもを養育する者（新生児訪問時の面談を受けた者）
　②　対象者数　約2,800人
　➂　支 給 額 　新生児１人当たり５万円
　④　給 付 額 　令和4年度（見込み）：137,500千円（2,750人）

給付を行った人数 令和5年度 人 5,700

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
妊娠・出産・子育てに係る経済的負担の軽減を図るため、妊娠期から出産・子育てまでの一貫した相談支援（伴走型相談支
援）に合わせて、出産・子育て応援給付金を支給する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

給付対象者数

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 児童措置費
根拠法令
・要綱等

明石市出産・子育て応援給付金支給要綱事業 出産・子育て応援給付金給付事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 令和 年度

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
出産・子育て応援給付金給付事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号

予算所管課 こども局子育て支援室児童福祉課
連絡先 (078)918-6073



24

○

合計（Ａ） 5,150,000 合計（Ｂ） 5,180,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 30,000

主な
理由

児童手当支給対象児童の増加による扶助費の増

内容 金額

扶助費
児童手当費

5,150,000 扶助費
児童手当費

5,180,000令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

500 785,270 任期付 0.20 合計 1.5005当初予算 5,180,000 11,070 5,191,070 4,405,300 0

500 779,570 再任用 0.00 その他 0.0004当初予算 5,150,000 11,070 5,161,070 4,381,000 0

0 786,952 正規 1.30 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 5,139,780 11,070 5,150,850 4,363,898 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　支給額
　　3歳未満　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        月額15,000円
　　3歳以上小学校修了前（第1子・第2子）　　 　　 月額10,000円
　　3歳以上小学校修了前（第3子以降）　　　　　　 月額15,000円
　　中学生　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 月額10,000円
　　所得制限超過世帯　一律　　　　　　　　　　　　　月額 5,000円
　　所得制限上限額超過世帯　　　　　　　　　　　　 支給なし　　　　　※令和 4年6月分から所得制限額に上限額が創設
　
２　支給対象
　　中学校修了前（15歳に達する年度末まで）の子どもを養育している者
　　＊公務員は所属庁より支給

３　支給方法
　　指定口座に前月までの４か月分を、6月15日、10月15日、2月15日に支給

４　給付対象児童数（延人数）
　　令和3年度　473,070人、令和4年度　467,000人（見込み）、令和5年度　470,450人（見込み）

５　給付額
　　令和3年度　5,139,780千円、令和4年度　5,150,000千円（見込み）、令和5年度　5,180,000千円（見込み）

　対象児童数 令和5年度 人 470,450

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
中学校修了前の児童の家庭等における生活の安定に寄与するとともに、次代の社会を担う児童の健やかな成長に資するこ
とを目的とする。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

受給対象児童
（延人数）

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 児童措置費
根拠法令
・要綱等

児童手当法事業 児童手当支給事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 法定受託事務 開始年度 平成 年度

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
児童手当支給事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150102000-012

予算所管課 こども局子育て支援室児童福祉課
連絡先 (078)918-5027



5

○

合計（Ａ） 0 合計（Ｂ） 482,400

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 482,400

主な
理由

郵便料、口座振込手数料
4,400

委託料
システム開発費
申請書等封入封緘業務 21,000

内容 金額

需用費
消耗品費、印刷製本費等

1,000令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

役務費

扶助費
児童手当費

456,000

0 482,400 任期付 0.00 合計 0.0005当初予算 482,400 0 482,400 0 0

0 0 再任用 0.00 その他 0.0004当初予算 0 0 0 0 0

0 0 正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 0 0 0 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　支給額
　　対象児童一人あたり　　　月額 5,000円
　
２　支給対象
　　16歳から18歳までの児童（中学校卒業後の最初の4月から18歳に達する年度末まで）
　　※所得制限なし、高校への就学や就労による制限なし
　　※明石市給付型奨学金制度の在学時支援金の受給者を除く

３　支給予定時期
　　令和5年10月以降（手当の対象月は令和5年4月分から）

４　給付対象児童数
　　令和5年度　7,600人（見込み）

５　給付額
　　令和5年度　456,000千円（見込み）

対象児童数 令和5年度 人 7,600

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
公的支援が少なくなる高校生世代の児童が、安心して生活し健やかに成長できるよう、市独自の取り組みとして児童手当を
支給する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

給付対象児童数

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 児童措置費
根拠法令
・要綱等

事業 高校生世代への児童手当支給事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 令和 年度

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
高校生世代への児童手当支給事業

新規/継続 新規事業
事務事業の総点
検の整理番号

予算所管課 こども局子育て支援室児童福祉課
連絡先 (078)918-5027
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○

合計（Ａ） 30,634 合計（Ｂ） 33,266

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 2,632

主な
理由

国からの借入金及び市一般会計からの繰入金について、償還を行うための増

システム保守業務
口座振替収納ポート 468

貸付金
母子父子寡婦福祉資金貸付金

13,225 貸付金
母子父子寡婦福祉資金貸付金

12,203

その他
旅費（近接地）、
役務費（郵便料・振替手数料） 33 その他

旅費（近接地）、
役務費（郵便料・振替手数料） 33

繰出金
市（一般会計）償還金

3,127 繰出金
市（一般会計）償還金

4,602

内容 金額

需用費
消耗品費（用紙、プリンタート
ナー等） 100 需用費

消耗品費（用紙、プリンタート
ナー等） 20令

和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

委託料
システム保守業務
口座振替収納ポート 468 委託料

償還金利子及
び割引料

国償還金
13,681

償還金利子及
び割引料

国償還金
15,940

17,748 11,323 任期付 0.80 合計 1.2505当初予算 33,266 5,805 39,071 0 10,000

30,036 6,403 再任用 0.00 その他 0.0004当初予算 30,634 5,805 36,439 0 0

30,121 -20,400 正規 0.45 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 3,916 5,805 9,721 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

○

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　対象者
　　①ひとり親家庭等の父または母　　②寡婦　　③40歳以上の配偶者のない女子
　　④ひとり親家庭等の父または母が扶養する児童、寡婦が扶養する子、父母のない児童（２０歳未満）
２　貸付資金（１２種類）
　　修学資金、就学支度資金、就職支度資金、修業資金、技能習得資金、事業開始資金、事業継続資金、医療介護資金、生活資金、
　　結婚資金、住宅資金、転宅資金
３　貸付件数
　　令和3年度　6件、令和4年度　2件（見込み）、令和5年度　14件（見込み）
４　償還金収納率
　　＜現年度＞　　令和3年度　99.7％、令和4年度　99.5％（見込み）、令和5年度　99.5％（見込み）
　　＜過年度＞　　令和3年度  45.9％、令和4年度  59.7％（見込み）、令和5年度  60.0％（見込み）

※中核市移行により実施

貸付件数 令和5年度 件 14

償還金収納率
（現年度分）

収納額　÷　調定額 令和5年度 ％ 99.5

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
母子家庭及び父子家庭並びに寡婦の経済的自立と生活意欲の助長を図り、あわせて児童の福祉を推進することを目的とす
る。また、十分な面談・償還指導を行うことで、適正な事業運営を維持することを目的とする。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

貸付件数

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 母子等福祉資金貸付事業費
根拠法令
・要綱等

母子及び父子並びに寡婦福祉法
明石市母子福祉資金、父子福祉資金並びに寡
婦福祉資金の貸付けに関する規則

事業 母子父子寡婦福祉資金貸付事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 母子父子寡婦福祉資金貸付事業 事業所管課

款 母子等福祉資金貸付事業費 連絡先

項 母子等福祉資金貸付事業費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
母子父子寡婦福祉資金貸付事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150102000-013

予算所管課 こども局子育て支援室児童福祉課
連絡先 (078)918-5027



○

⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

0.00

目標年次 単位 目標値

委員会開催
委員会を開催した回数（予防接種後に健康不調があった場合等、予防接種が
適切であったか、予防接種による健康被害であったか等の検証を行う。） 令和５年度 回 0

SDGs（１７の目標）　
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

任期付

ｱﾙﾊﾞｲﾄ

その他

合計0.16

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

6,553

6,788

6,780

6,140

6,084

6,084

12,693

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
予防接種一般事務事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150103000-001

予算所管課 こども局子育て支援室こども健康課
連絡先 (078)918-5656

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 衛生費 連絡先

項 保健衛生費 自治/法定 自治＋法定 開始年度 不明

目 予防費
根拠法令
・要綱等

予防接種法・明石市法定外予防接種事故災害
補償規則・明石市予防接種健康被害調査委員
会設置要綱

事業 予防接種一般事務事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-5 地域医療の充実
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
予防接種法に基づく法定接種、市の行政措置接種などすべての予防接種に共通する事業として、予防接種による健康被害
対策に関連する事務などを取り扱う。予防接種制度を適正かつ円滑に施行する。

事
業
内
容

予防接種法に基づく法定接種、市の行政措置接種などすべての予防接種に共通する事業として、また予防接種による健康被害対策に関連する事務などを
取り扱う。
①予防接種健康被害調査委員会の庶務
②予防接種健康被害給付に関する事務処理
③予防接種に関する研修への参加
④予防接種に関する賠償保険等の申請手続き
⑤その他集団での予防接種が必要になった時の準備
⑥予防接種の副反応及び健康被害等に関する相談対応

予防接種健康被害給付実績
令和 ２年度実績　　　 1件、医療手当　443,400円、医療費　   36,000円、障害年金5,050,800円
令和 ３年度実績　　　 1件、医療手当　444,000円、医療費　　 36,000円、障害年金5,056,800円
令和 ４年度（見込み） 1件、医療手当  443,100円、医療費　 150,000円、障害年金5,050,500円
令和 ５年度（見込み） 1件、医療手当  445,200円、医療費　 150,000円、障害年金5,073,700円

成果指標
指標名 考え方・定義・式

予防接種健康被害調査委員会
報償費 139

区分（節）

事業のコスト
（単位：千円）

財源内訳

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0.69

0.00

03決算 4,153 0 0 8,540

04当初予算 4,371 0 0 8,501

令和４年度
人員配置（人）

正規

再任用

05当初予算 4,364 0

0.02

0.87

12,872

12,864

旅費
研修会等旅費

36 旅費

0

内容

研修会等旅費

8,500

内容 金額

報償費
予防接種健康被害調査委員会
報償費 139 報償費

6,430
負担金補助及
び交付金

予防接種健康被害給付金など
6,422

合計（Ａ） 6,788 合計（Ｂ） 6,780

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -8

主な
理由

実績から給付金等の見直しによる減

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

金額

36

需用費
消耗品費、印刷製本費、食糧費

183 需用費
消耗品費、印刷製本費、食糧費

183

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

負担金補助及
び交付金

予防接種健康被害給付金など



26

○

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
乳幼児法定予防接種事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150103000-002

予算所管課 こども局子育て支援室こども健康課
連絡先 (078)918-5656

衛生費 連絡先

項 保健衛生費 自治/法定 自治＋法定 開始年度 昭和 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 予防費
根拠法令
・要綱等

予防接種法事業 乳幼児法定予防接種事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-5 地域医療の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
予防接種法で定められた予防接種を、リーフレットの配布や個別勧奨等により接種推奨をし、疾病の発生及びまん延を予防
し、公衆衛生の向上及び増進を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

接種者率（A類疾病） 各接種につき、対象者の全数接種を目標とする。 令和５年度 ％ 100

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

・明石市に住民票を有する20歳未満の予防接種について、予防接種法に基づく法定接種（A類疾病）を、医療機関に委託をして個別で接種をしている。
　　※A類疾病（乳幼児期）：ヒブ、小児用肺炎球菌、Ｂ型肝炎、ロタウイルス感染症、四種混合（三種混合・不活化ポリオ）、ＢＣＧ、麻しん・風しん１～２期、水痘、
　　　　日本脳炎1期（学童期）、日本脳炎２期、二種混合、子宮頸がん

・新型コロナウイルス感染症対策として、令和２年４月１日から定期予防接種の接種期間の延長措置を実施。

　
　
　

　　※対象者数については、年度初の人口から算出しており、転入・転出者等により、100％を超えての接種となる。
　　※日本脳炎は、ワクチン供給量が令和３年度に減少したため接種者数が減少したが、令和4年度にはワクチン供給量が回復し接種者数も増加している。
　　※子宮頸がん定期接種は、平成25年度より積極的な接種勧奨差し控えとなっていたが、令和４年４月より積極的な接種勧奨再開となる。また、定期接種
　　　の機会を逃した方を対象に令和4年4月1日から令和7年3月31日までキャッチアップ接種が実施される。

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 637,874 正規 0.97 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 627,895 10,487 638,382 508 0

0 684,984 再任用 0.00 その他 0.1504当初予算 673,268 11,716 684,984 0 0

0 737,734 任期付 1.27 合計 2.3905当初予算 726,018 11,716 737,734 0 0

内容 金額

需用費
消耗品費、印刷製本費、医薬材
料費（ワクチン代） 362,068 需用費

消耗品費、印刷製本費、医薬材
料費（ワクチン代） 383,818令

和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

委託料
各医師会への接種委託料、勧奨
ハガキ圧着加工費ほか 306,000 委託料

各医師会への接種委託料、勧奨
ハガキ圧着加工費ほか 335,000

扶助費
償還払い用（県外接種者）

5,200 扶助費
償還払い用（県外接種者、子宮
頸がんキャッチアップ接種） 7,200

合計（Ａ） 673,268 合計（Ｂ） 726,018

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 52,750

主な
理由

子宮頸がんキャッチアップ接種に伴う医薬材料費、委託料等の増
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○

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
乳幼児任意接種助成事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150103000-003

予算所管課 こども局子育て支援室こども健康課
連絡先 (078)918-5656

衛生費 連絡先

項 保健衛生費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 予防費
根拠法令
・要綱等

明石市乳幼児法定外予防接種実施要綱事業 乳幼児任意接種助成事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-5 地域医療の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
予防接種に対する社会的関心の高まりなどから、自費で任意接種を受けさせる乳幼児の保護者が増加している状況や、国の専門部会では、おたふくかぜのワクチン接種を推進
する旨の提言がなされ、その必要性が認められている。また、骨髄移植等の医療行為を行った者は、法定予防接種を通じて移植前に得られていた免疫が低下または消失するこ
とから、再接種が必要となっている。これらの接種費用の一部又は全額助成により、保護者の負担の軽減を図り、もって、予防接種の推進による乳幼児の健康保持に寄与するこ
とを目的とする。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

利用率
（法定外予防接種助成）

対象者数に対する接種割合 令和５年度 ％ 63

助成者数
（骨髄移植後等再接種助成）

助成者数 令和５年度 件 3

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【乳幼児法定外予防接種】
①対象者　　明石市に住民票を有する０歳から３歳児
　　　　　　　　法定予防接種の開始時期からの利用とする。
②助成内容　2,000円×2回　　※おたふくかぜ、インフルエンザより選択
③事業開始時期 平成27年6月～
令和 ２年度実績　　　　：　ロタ　2,396名   Ｂ型肝炎 1名  インフルエンザ　534名　おたくふかぜ 427名  計3,358名/5,358名＝62.7％
令和 ３年度実績　　　　：　インフルエンザ　508名　おたふくかぜ　589名　計 1.097名/5,262名＝20.8％
令和 ４年度（見込み）　：　インフルエンザ　1,487名　おたふくかぜ　1,459名　計 2.946名/5,526名＝53.3％
令和 ５年度（見込み）　：　3,465名/5,526名＝62.7％
　※B型肝炎は平成28年度、ロタは令和２年度に法定予防接種となる。
　※令和３年度は、新型コロナ感染症の流行及び対象ワクチンの定期化により、利用者が減少。
　※B型肝炎及びロタ定期化に伴い、令和４年度からおたふくかぜ、インフルエンザの２種類より選択に変更。
【骨髄移植後等の定期予防接種の再接種に対する助成】
①対象者　　　　 骨髄移植等の医療行為で、再接種が必要と医師が認められた、２０歳未満の市民
②助成内容　　　再接種費用全額　※BCG以外の法定予防接種で、既接種のワクチンを再接種対象ワクチンとし、市が認めたものとする。
③事業開始時期　　　令和２年４月１日～
令和２年度実績　　　　：　申請者　０名
令和３年度実績　　　　：　申請者　０名
令和４年度（見込み）　：　申請者　３名
令和５年度（見込み）　：　申請者　３名

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 11,649 正規 0.78 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 2,431 9,218 11,649 0 0

0 18,937 再任用 0.00 その他 0.1104当初予算 9,730 9,430 19,160 223 0

0 15,274 任期付 1.04 合計 1.9305当初予算 6,060 9,430 15,490 216 0

内容 金額

需用費
消耗品費

230 需用費
消耗品費

160令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

委託料
医師会への接種委託料

8,600 委託料
医師会への接種委託料

5,000

扶助費
指定医療機関以外での接種者及び骨髄
移植後等の再接種者への償還払いほか 900 扶助費

指定医療機関以外での接種者及び骨髄
移植後等の再接種者への償還払いほか 900

合計（Ａ） 9,730 合計（Ｂ） 6,060

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -3,670

主な
理由

実績から委託料等の見直しによる減
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○

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
母子保健事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150103000-004

予算所管課 こども局子育て支援室こども健康課
連絡先 (078)918-5656

衛生費 連絡先

項 保健衛生費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 新あかし健康プラン２１ 委託 指定管理

目 母子保健費
根拠法令
・要綱等

母子保健法　第１０条・１６条事業 母子保健事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-6 健康づくりの推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
乳幼児・妊産婦等を対象に健康相談・家庭訪問等の事業を行い、乳幼児の健やかな成長を促し、保護者の育児支援を行う
ことを目的とする。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

家庭訪問実施件数 保健師が実施する家庭訪問の実施状況 令和５年度 件 3800

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

①【新規】　5歳児発達支援　：　年中児の保護者に５歳児の発達や生活習慣等を啓発する（リーフレットを配布）。また、発達等の不安がある保護者に対し、
　　　　臨床心理士による個別相談（すくすく相談）等で対応し、医療機関や相談支援機関に繋ぎ、子育て支援を行う。
　　　　　　　　令和５年度（見込み）　：リーフレットの配布　2,900人　、発達相談：24回（72人）

②　個別相談（すくすく相談）：臨床心理士による乳幼児の発達や育児相談。（５歳児の発達相談を含む）
　　 （実績：参加者数（延べ））　令和３年度　：63回183人　 令和４年度（見込み）　：77回222人　　令和５年度（見込み）　：96回288人（５歳児発達相談含む）

③　乳幼児保健相談：市内３か所(こども健康センター、魚住市民センター、ふれあいプラザあかし西）で乳幼児健康診査事後指導を目的として実施。
　　 （実績：参加者数（延べ））  令和３年度　：195人　　　　　 令和４年度（見込み）　：260人　　　 令和５年度（見込み）　：320人

④　家庭訪問及び電話相談：訪問や電話にて、こどもの発達や家庭での状況の確認等、子育て相談を行う。
  　 （実績）　令和２年度　　　　　 　：　家庭訪問　3,906人　電話相談等　6,586人
　　　　　　　　令和３年度　　　　　　 ：　家庭訪問　3,111人　電話相談等　5,668人
　　　　　  　　令和４年度（見込み） ：　家庭訪問　3,600人　電話相談等  5,500人
　　　　　　　　令和５年度（見込み） ：　家庭訪問　3,800人　電話相談等  5,700人
　　       　　　※令和５年度も引き続き、コロナ対策を行いながら家庭訪問を継続し、状況に応じて電話相談で対応していく。

⑤　庁内関係各課及び関係機関（明石こどもセンター・療育施設・保育所・幼稚園等）と連携し、個々のケースに応じた支援を行う。

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

3 32,326 正規 1.85 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 4,951 27,378 32,329 0 0

0 22,766 再任用 0.00 その他 0.1204当初予算 3,424 19,342 22,766 0 0

0 26,047 任期付 1.48 合計 3.4505当初予算 9,629 19,342 28,971 2,924 0

内容 金額

旅費
研修旅費等

300 旅費
研修旅費等

300令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費
消耗品費、印刷製本費、修繕
料、医薬材料費 304 需用費

委託料
乳幼児保健相談委託料他

2,700 委託料
乳幼児保健相談委託料他

7,587

消耗品費、印刷製本費、修繕
料、医薬材料費 504

役務費
研修負担金手数料
体重計検査手数料 90 役務費

研修負担金手数料
郵送料 246

その他
使用料（端末機器リース料）
備品購入費（OCR帳票取込用スキャナー）

962

負担金補助及
び交付金

研修負担金
30

負担金補助及
び交付金

研修負担金
30

合計（Ａ） 3,424 合計（Ｂ） 9,629

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 6,205

主な
理由

新規（5歳児発達支援）の事業開始に伴う増



9

○

○

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
乳幼児健康診査事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150103000-005

予算所管課 こども局子育て支援室こども健康課
連絡先 (078)918-5656

衛生費 連絡先

項 保健衛生費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 新あかし健康プラン２１ 委託 指定管理

目 母子保健費
根拠法令
・要綱等

母子保健法第１２条、第１３条
母子保健法施行規則第２条、第３条

事業 乳幼児健康診査事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-6 健康づくりの推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
４か月児（４～９か月）とその保護者、１０か月児（１０か月～１歳２か月前）とその保護者、１歳６か月児（１歳６か月～２歳２か
月前）とその保護者、３歳６か月児（３歳～４歳２か月前）とその保護者 を対象に、健康状態を確認し、疾病の早期発見・早期
治療や健やかな発達を促すとともに育児の支援を行う。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

受診率 健診受診率 令和５年度 ％ 100

未受診児の把握率 健診未受診児（４か月児、１歳６か月児、３歳６か月児健診）の把握率 令和５年度 ％ 100

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　概要
　　４か月児健康診査(以下、４か月児)、10か月児健康診査(以下、10か月児）、１歳６か月児健康診査(以下、1歳６か月児）、３歳６か月児健康診査　(以下、３歳６か月児）
　　こども健康センターで実施する１歳６か月児と３歳６か月児健診は、オンライン予約システムと電話予約を併用した事前予約制で実施している。
　　また、コロナ禍において受診期間の延長も行う。
　　　①実施回数：　個別健診　：　４か月児 随時、10か月児 随時　　　　集団健診　：１歳６か月児 年間48回、 ３歳６か月児 年間48回、
　 　 ②実施場所：こども健康センター（個別健診：４か月児、集団健診：１歳６か月児、３歳６か月児）、市内小児科医療機関（４か月児、10か月児）
　　　③対象者数：各健診約2,900人/年
　　　④周知方法：毎月対象者へ個別通知、広報あかし
　　　⑤スタッフ　：市医師会委託（小児科医、整形外科医、眼科医、耳鼻科医）、市歯科医師会委託（歯科医師）、市薬剤師会委託（薬剤師）
　　　　　　　　　　   個人委託（保健師、看護師、歯科衛生士、栄養士、臨床心理士）、図書館司書、市保健師、市事務員
　　　⑥実施内容：保健師による問診、委託看護師による計測、医師・歯科医師による診察
　　　　　　　　　　　 保健師や臨床心理士による保健相談、栄養士による栄養相談、ブックスタート・ブックセカンド
　　　⑦事業実績(受診者数・受診率)：
　　　　　令和２年度実績      　：  ４か月児：2,759人（98.4％）　10か月児：2,624人（93.9％）　１歳６か月児：2,969人（103.1％） ３歳６か月児：2,994人（102.0％）
　　　　　  ※コロナ禍により、令和2年度に、令和元年度の対象者が受診したことにより、1歳６か月児・３歳６か月児健診の受診率が100％を超えている。
　　　　　令和３年度実績        ：  ４か月児：2,662人（97.7％）  10か月児：2,585人（96.2％）　１歳６か月児：2,777人（96.5％）  ３歳６か月児：2,817人（95.9％）
　　　　　令和４年度（見込み） ：　４か月児・1歳6か月児・3歳6か月児・10か月児健診：各2,900人（100.0％）
　　　　　令和５年度（見込み） ：　４か月児・1歳6か月児・3歳6か月児・10か月児健診：各2,900人（100.0％）
２　乳幼児健康診査未受診児対策
　　 未受診児に対し、保健師が家庭訪問等を実施し、児の発育・発達確認を行う。家庭訪問等で実態確認が困難な場合、民生児童委員への
　　訪問協力依頼や要保護児童対策地域協議会へ連携し、児の養育状況等の実態把握を行い受診勧奨に努める。

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 91,136 正規 3.07 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 67,218 33,918 101,136 10,000 0

0 103,762 再任用 0.00 その他 0.9004当初予算 69,963 33,799 103,762 0 0

0 103,632 任期付 2.51 合計 6.4805当初予算 69,833 33,799 103,632 0 0

内容 金額

報償費
健診検討会議出務謝礼等

80 報償費
健診検討会議出務謝礼等

50令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費
消耗品費、印刷製本費、医薬材
料費、修繕料、食糧費 2,383 需用費

委託料
医師・看護師等出務及び個別健
康診査の委託料等 67,000 委託料

医師・看護師等出務及び個別健
康診査の委託料等 66,900

消耗品費、印刷製本費、医薬材
料費、修繕料、食糧費 2,383

役務費
タオル等クリーニング代

300 役務費
タオル等クリーニング代

300

使用料及び賃
借料

駐車場使用料
200

使用料及び賃
借料

駐車場使用料
200

合計（Ａ） 69,963 合計（Ｂ） 69,833

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -130

主な
理由

実績から委託料等の見直しによる減
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○

○

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
産婦・新生児訪問指導事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150103000-006

予算所管課 こども局子育て支援室こども健康課
連絡先 (078)918-5656

衛生費 連絡先

項 保健衛生費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 新あかし健康プラン２１ 委託 指定管理

目 母子保健費
根拠法令
・要綱等

母子保健法第10・11・17条事業 産婦・新生児訪問指導事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-6 健康づくりの推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
産婦・新生児を対象に、保健師・助産師等の専門職が家庭を訪問し、健康相談や育児支援を行う他、育児家庭の環境確認
を行う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

新生児訪問の実績 出生数に対して、乳児家庭の実態把握率 令和５年度 ％ 100

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【産婦・新生児訪問事業】
　①　訪問種類と対象者 ：  産婦訪問・・・…・・・・・・・・支援を必要とする産婦
　　　　　　　　　　　　　 　       新生児訪問…・・・・・・・・・出生連絡票で把握した訪問希望者及び電話相談で訪問に繋げた者
　　　　　　　　　　　　　　        乳児家庭全戸訪問…・・・新生児訪問を希望しない者
　②　訪問指導従事者   ：　 市が委託した助産師・保健師・看護師又はこども健康課の助産師・保健師が家庭訪問し、母の精神的支援や、
　　　　　　　　　　　　　　　　　  こどもの発育確認や育児相談等を行う。
　③　訪問回数 　　       ：   原則として1回とし、必要に応じて数回行う。
　④　業務連絡会　　　 　：　 月1回開催し、委託者から報告を受ける。
　⑤　電話相談　　　　 　 ：   妊娠届出書および出生連絡票にて気になる記載のある対象者には、保健師による電話や訪問での相談支援を行う。
　⑥　周知・対象者把握方法：
　　　　　　　　　　　            　母子健康手帳交付時に、母子健康手帳の中に出生連絡票ハガキを添付し、出生後提出するよう説明している。
　　　　　　　　　　　          　  出生届出時、市内及び近隣の産婦人科・小児科に、案内ちらしを配布している。
　 　　　　　　　　　           　  分娩医療機関より、支援を必要とする産婦及び新生児についての連携がある。
　⑦　新生児訪問実績 　：　 令和２年度　出生数　2,692人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　訪問件数　2,637件（97.9％）（内訳：新生児訪問1,489人　乳児家庭全戸訪問1,148人）
　　　　　　　　　　　　　　　　　 令和３年度　出生数　2,763人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 訪問件数　2,803件（101.4％）（内訳：新生児訪問1,724人　乳児家庭全戸訪問1,099人）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※訪問件数が、出生数を上回っているのは、他市からの里帰り等に対し訪問を実施しているため。
　　　　　　　　　　　　　　　　   令和４年度（見込み）  出生数　2,７00人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　訪問件数　2,700件（100％）（内訳：新生児訪問2,160人　乳児家庭全戸訪問540人）
　　　　　　　　　　　　　　　　   令和５年度（見込み）  出生数　2,800人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　訪問件数　2,800件（100％）（内訳：新生児訪問2,380人　乳児家庭全戸訪問420人）

　

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 21,878 正規 1.01 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 8,917 21,747 30,664 8,786 0

0 16,704 再任用 0.00 その他 0.7504当初予算 11,513 16,537 28,050 11,346 0

0 17,590 任期付 2.33 合計 4.0905当初予算 10,359 16,537 26,896 9,306 0

内容 金額

需用費
消耗品費（訪問用物品等）、医薬
材料費、印刷製本費、修繕料 1,363 需用費

消耗品費（訪問用物品等）、医薬
材料費、印刷製本費、修繕料 1,359令

和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

委託料
保健師・助産師訪問指導委託、
ケースカンファレンス 10,000 委託料

保健師・助産師訪問指導委託、
ケースカンファレンス 9,000

備品購入費
デジタル体重計、事務机、椅子

150

合計（Ａ） 11,513 合計（Ｂ） 10,359

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -1,154

主な
理由

実績から委託料の見直しによる減
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○

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
妊婦健康診査事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150103000-007

予算所管課 こども局子育て支援室こども健康課
連絡先 (078)918-5656

衛生費 連絡先

項 保健衛生費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 新あかし健康プラン２１ 委託 指定管理

目 母子保健費
根拠法令
・要綱等

母子保健法、明石市妊婦健診の助成に関する
要綱

事業 妊婦健康診査事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-6 健康づくりの推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
妊婦が安心して出産を迎えることができるよう、妊婦健康診査に係る費用を助成して定期的に妊婦健診を受けることができる
ようにする。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

交付者数 助成券の交付者割合 令和５年度 ％ 100

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

（概要）
明石市に住民票を有する妊婦に対して、健診受診回数14回の上限120,000円を限度として、助成する。

①　助成券交付　申請場所：こども健康センター
　　　　　　　　　　　交付方法：窓口で申請書受付後、資格要件を確認し助成券・補助券を交付
　
②　健診機関　　 産科・婦人科を標榜する医療機関等
　
③　健診内容　　 診察、尿化学検査、子宮頸管部細胞診、血液型（ABO・Rh）、不規則抗体、梅毒（定性）、HBs抗原、HCV抗体、
　　　　　　　         血算、随時血糖、ＨＩＶ抗体、クラミジア抗原抗体、膣分泌物検査、超音波検査、ＮＳＴ、風疹抗体、トキソプラズマ、
      　                サイトメガロウイルス、ＨＴＬＶ－1抗体、Ｂ群溶血性レンサ球菌Ｓ培養、その他医師が必要と認めた検査

④　健診費補助　協力医療機関への直接支払い（兵庫県医師会と契約している県内医療機関受診時）
　　　　　　　　　　　償還払い（上記以外の医療機関や助産所受診時及び助成券交付前受診時）

⑤　事業実績
　　　　　　　　　　令和２年度助成券交付数　　　　　　　　    2,880人
                      令和３年度助成券交付数　　　　　　　　　　2,811人
                      令和４年度助成券交付数（見込み）　　　　2,900人
                      令和５年度助成券交付数（見込み）　  　  2,900人

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 279,024 正規 1.77 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 268,842 10,182 279,024 0 0

0 305,384 再任用 0.00 その他 0.0604当初予算 286,113 19,271 305,384 0 0

0 298,377 任期付 1.77 合計 3.6005当初予算 279,106 19,271 298,377 0 0

内容 金額

需用費
消耗品費、印刷製本費(助成券、
チラシ） 1,102 需用費

消耗品費、印刷製本費(助成券、
チラシ） 1,095令

和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

役務費
郵送料

11 役務費
郵送料

11

扶助費
妊婦健康診査費

285,000 扶助費
妊婦健康診査費

278,000

合計（Ａ） 286,113 合計（Ｂ） 279,106

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -7,007

主な
理由

実績から扶助費の見直しによる減



2

○

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
新生児聴覚検査事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150103000-008

予算所管課 こども局子育て支援室こども健康課
連絡先 (078)918-5656

衛生費 連絡先

項 保健衛生費 自治/法定 自治事務 開始年度 令和 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 母子保健費
根拠法令
・要綱等

母子保健法13条事業 新生児聴覚検査事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-6 健康づくりの推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
先天性難聴を早期に発見し、適切な支援を受けることができるよう、出生直後に実施される新生児聴覚検査の費用を助成す
ることで、全ての新生児が検査を受けることができるよう促進する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

聴覚検査助成利用率 対象となる新生児のうち、聴覚検査を受検し、助成を受けた割合 令和５年度 ％ 100

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

(概要)
    明石市に住民票を有する新生児の保護者に対して、新生児が出産直後に医療機関等で受けた聴覚検査の費用を上限5,000円まで助成する。

①　助成券交付　　　場　　　所 　　こども健康センター
　　　　　　　　　　　　　交付方法 　　母子健康手帳に助成券を綴じて交付
　　　　　　　　　　　　　対 象 者　　　明石市に住民票を有し、新生児聴覚検査を受検した者
　　　　　　　　　　　　　助成金額　 　上限5,000円まで（助成券の提出により利用者は助成額を差し引いた分を自己負担となる。）

②　検査機関　　　　産科を標榜する医療機関、助産院

③　検査内容　　　　出産直後に実施される聴覚検査のうち、初回検査
　　　　　　　　　　　　 検査方法はＡＢＲ（聴性脳幹反応検査）、ＯＡＥ（耳音響放射検査）いずれも可。

④　検査費用補助　兵庫県医師会、助産師会と契約する医療機関等は、検査実施後、助成相当額を市へ請求する。
　　　　　　　　　　　　 上記以外の医療機関等で検査を受けた場合、利用者は、市へ償還請求する。

⑤　事業実績　　　　令和２年度受検者数　2,395人（※出生時の状況により保険適用にて新生児聴覚検査が実施されている場合がある。）
　　　　　　　　　　　　 令和３年度受検者数　2,618人（※出生時の状況により保険適用にて新生児聴覚検査が実施されている場合がある。）
　　　　　　　　　　　　 令和４年度受検者数（見込み）　2,510人
　　　　　　　　　　　　 令和５年度受検者数（見込み）　2,600人

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 18,890 正規 0.88 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 13,082 5,808 18,890 0 0

0 21,833 再任用 0.00 その他 0.0204当初予算 13,130 8,703 21,833 0 0

0 21,833 任期付 0.56 合計 1.4605当初予算 13,130 8,703 21,833 0 0

内容 金額

需用費
消耗品、印刷製本費(助成券、チ
ラシ） 130 需用費

消耗品、印刷製本費(助成券、チ
ラシ） 130令

和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

扶助費
検査費用

13,000 扶助費
検査費用

13,000

合計（Ａ） 13,130 合計（Ｂ） 13,130

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由



26

○

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
歯科健康診査事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150103000-009

予算所管課 こども局子育て支援室こども健康課
連絡先 (078)918-5656

衛生費 連絡先

項 保健衛生費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 新あかし健康プラン２１ 委託 指定管理

目 母子保健費
根拠法令
・要綱等

母子保健法１０条及び13条事業 歯科健康診査事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-6 健康づくりの推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
妊婦および2歳児を対象に健康管理、口腔衛生の向上を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

受診率 妊婦及び２歳児歯科健診の受診割合 令和５年度 ％
妊婦歯科健診：30.0
2歳児歯科健診：68.0

３歳６か月児健康診査
における子どものう歯率

２歳児歯科健診を受診することにより、３歳６か月児健診でのう歯割合が減少 令和５年度 ％ 6.9

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【妊婦・２歳児歯科健診の実施状況】
①　受診券交付　妊婦歯科健康診査は、こども健康センター窓口で申請受付後、資格要件を確認し受診券を交付　（自己負担：500円）
　　　　　　　　　　　２歳児歯科健康診査は児が２歳３か月になる月に受診券、案内文を送付（自己負担なし）
②　健診機関　　 明石市内の協力歯科医療機関
③　健診内容　 　妊婦歯科健康診査： 問診、歯科健診、歯科指導等
　　　　　　　　　　　２歳児歯科健康診査：問診、歯科健診、歯科指導、フッ素塗布（希望者）
④　健診費補助　委託歯科医療機関への直接支払い
⑤　事業実績
　　　　妊婦歯科健康診査
　　　　 　令和２年度受診者　   　　　受診者数：784人（受診率27.3%）
            令和３年度受診者　　　　　 受診者数：792人（受診率28.2%）
　　　 　　令和４年度受診（見込み）　受診者数：816人（受診率28.7%）
 　　　　　令和５年度受診（見込み）　受診者数：913人（受診率30.0%）
　　　　２歳児歯科健康診
　　　　　 令和２年度受診者　   　　　受診者数：2,017人（67.5%）　フッ素塗布実施者（1,956人）
　　　　　 令和３年度受診者　　　　 　受診者数：1,900人（61.3%）　フッ素塗布実施者（1,800人）
　 　　　  令和４年度受診（見込み）　受診者数：1,941人（65.4%）　フッ素塗布実施者（1,823人）
       　　令和５年度受診（見込み）　受診者数： 2,045人（68.0%）　フッ素塗布実施者（2,045人）

【３歳６か月児健診でのう歯率の状況】
　 　 令和２年度　9.8%、　令和３年度　8.7%、　　令和４年度（見込み）　6.9%　　令和５年度（見込み）　6.9%
　

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 14,888 正規 0.64 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 10,927 3,961 14,888 0 0

0 20,131 再任用 0.00 その他 0.0204当初予算 12,400 7,731 20,131 0 0

0 20,131 任期付 0.92 合計 1.5805当初予算 12,400 7,731 20,131 0 0

内容 金額

需用費
受診券・案内・結果票印刷製本
費等 180 需用費

受診券・案内・結果票印刷製本
費等 180令

和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

役務費
受診券等郵送料

220 役務費
受診券等郵送料

220

委託料
妊婦歯科健康診査・2歳児歯科
健康診査 12,000 委託料

妊婦歯科健康診査・2歳児歯科
健康診査 12,000

合計（Ａ） 12,400 合計（Ｂ） 12,400

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由



5

○

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
産後健康診査事業

新規/継続 新規事業
事務事業の総点
検の整理番号

予算所管課 こども局子育て支援室こども健康課
連絡先 (078)918-5656

衛生費 連絡先

項 保健衛生費 自治/法定 自治事務 開始年度 令和 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 母子保健費
根拠法令
・要綱等

母子保健法第１３条、母子保健医療対策総合支
援事業実施要綱、

事業 産後健康診査事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-6 健康づくりの推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
産後に心身の不調又は育児不安等がある者を早期に把握して支援するため、産婦健康診査の費用助成を行い、産婦の身
体的な回復と心理的な安定を促し、母親の健やかな育児支援を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

助成券利用率 対象となる産婦のうち、産後健診を受診し、助成を受けた割合 令和５年度 ％ 100

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

（概要）
・明石市に住民票を有する産婦に対し、産後２週間及び１か月の２回の健診費用について、健診1回につき、5,000円を限度として、最大10,000円を助成する
・令和５年１０月から事業開始

①　助成券交付　申請場所：こども健康センター
　　　　　　　　　　　交付方法：窓口で申請書受付後、資格要件を確認し助成券を交付
　
②　健診機関　　 産科・婦人科を標榜する医療機関等
　
③　健診内容　　 診察、尿化学検査、産後うつ病質問票

④　健診費補助　協力医療機関への直接支払い（兵庫県医師会と契約している県内医療機関受診時）を予定
　　　　　　　　　　　償還払い（上記以外の医療機関や助産所受診時）

⑤　事業実績（見込み）　   令和５年度助成券利用者数　　　1,500人

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 0 正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 0 0 0 0 0

0 0 再任用 0.00 その他 0.0004当初予算 0 0 0 0 0

0 13,100 任期付 0.00 合計 0.0005当初予算 20,600 0 20,600 7,500 0

内容 金額

需用費
助成券等の印刷費

600令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

委託料
システム構築費

5,000

扶助費
産後健康診査費用

15,000

合計（Ａ） 0 合計（Ｂ） 20,600

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 20,600

主な
理由



61

○

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
母子発達支援事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150103000-010

予算所管課 こども局子育て支援室こども健康課
連絡先 (078)918-5656

衛生費 連絡先

項 保健衛生費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 新あかし健康プラン２１ 委託 指定管理

目 母子保健費
根拠法令
・要綱等

母子保健法第１０条事業 母子発達支援事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-6 健康づくりの推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
１歳６か月児・３歳６か月児健診を受診した幼児のうち、発達の遅れがある児や、育児不安があるなどの親を対象に、親子で
参加する遊びを中心とした教室を通して、親子での支援をし、児の発達促進を図る。必要に応じて療育機関等と連携し支援
する。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

参加人数 教室の参加人数(延べ) 令和５年度 人 1,840

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

(概要)
　発達の遅れや偏りのある児、及び、育児不安があるなどの親を対象に、集団での遊びを中心とした教室を開催する。終了後は必要に応じて地域の関係
機関等に繋げる。
　１～２歳児対象を‘にこにこ教室’、２～３歳児対象を‘のびのびクラス’、 ３歳児～就園前までの対象を‘ぴょんぴょんクラブ’として実施している。

【にこにこ教室・のびのびクラス・ぴょんぴょんクラブ】
　１　実施回数：にこにこ教室年48回、のびのびクラス年22回、ぴょんぴょんクラブ年23回（5～6回を1クールとして４クール実施、にこにこ教室は2クラス開
催）
　２　定員：１クラス20人程度　　 にこにこ教室（延定員960人）、のびのびクラス（延定員440人）、ぴょんぴょんクラブ（延定員460人）
　３　実施場所：こども健康センター
　４　内容
　　（１）保育士の指導による集団あそび（親子体操、手あそび）
　　（２）おもちゃ等を使った自由あそび、プールボールやトランポリンを使った体あそび、製作あそび
　　（３）臨床心理士による子どもの発達、関わり方等についての講話とグループワーク
　　（４）お弁当（食生活や生活リズムに関すること等の個別相談）　※コロナの状況により実施するか未定
　　（５）教室終了後にスタッフでのカンファレンスを実施　情報を共有し、今後の支援について検討
　５　実績（年間参加延人数） 　令和２年度実績　　　 　　　758人　　※令和２年・３年度については、コロナ禍による人数制限を行い開催
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  令和３年度実績 　　　　　　886人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和４年度（見込み） 　　1,400人　　※コロナ禍での感染対策は継続し、人数制限を緩和して開催を予定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和５年度（見込み） 　　1,840人　　※コロナ禍での感染対策は継続

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 23,883 正規 2.06 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 6,053 17,830 23,883 0 0

0 28,185 再任用 0.00 その他 0.2004当初予算 7,760 20,425 28,185 0 0

0 28,455 任期付 1.12 合計 3.3805当初予算 8,030 20,425 28,455 0 0

内容 金額

報償費
託児ボランティア及び研修会講
師謝礼 400 報償費

託児ボランティア及び研修会講
師謝礼 700令

和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費
幼児向け教材、図書、発達検査
用紙等 160 需用費

幼児向け教材、図書、発達検査
用紙等 130

委託料
集団保育委託料

7,200 委託料
集団保育委託料

7,200

合計（Ａ） 7,760 合計（Ｂ） 8,030

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 270

主な
理由

参加者数増加による託児ボランティアを増やしたことに伴う増
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○

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
子育て世代包括支援センター運営事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150103000-011

予算所管課 こども局子育て支援室こども健康課
連絡先 (078)918-5656

衛生費 連絡先

項 保健衛生費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 新あかし健康プラン２１ 委託 指定管理

目 母子保健費
根拠法令
・要綱等

母子保健法第22条、明石市妊産婦タクシー券交
付要綱

事業 子育て世代包括支援センター運営事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-6 健康づくりの推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
子育て世代包括支援センターを設置し、妊娠・出産・子育てにおける様々な相談について、保健師等が専門的に受け、妊娠
期から子育て期にわたる切れ目のない支援を行う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

妊婦の面談者率 妊娠届出時に保健師等が妊婦の面談を行う割合 令和５年度 ％ 100

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【実施状況】
①　妊娠届出時等の妊婦面談の実施。
　　　実績　　令和２年度　　　　　　　　妊娠届出者：2,646　　　転入妊婦：228　　合計：2,874　　 妊婦面談数：2,886(99.6％)
　　　　　　　　令和３年度　　　　　　　　妊娠届出者：2,598　　　転入妊婦：211　　合計：2,809　　 妊婦面談数：2,785(99.1％）
　　　　　　　　令和４年度（見込み）　　妊娠届出者：2,640　　　転入妊婦：260　　合計：2,900　 　妊婦面談数：2,900（100％）
　　　　　　　　令和５年度（見込み）　　妊娠届出者：2,650　　　転入妊婦：250　　合計：2,900　 　妊婦面談数：2,900（100％）
　　　　　　　　　　※妊婦面談ができなかったケースは、妊婦が入院している等でそのまま出産に至ったケースや市外への転出等である。
②　妊婦本人と面談を実施した場合、妊娠中や産後の赤ちゃんとの外出支援を目的としたタクシー券（5,000円分）を交付（平成29年1月27日から開始）。
③　面接時、全妊婦に対し支援プランシートを策定し、ハイリスク妊婦については支援を継続的に実施。
④　プレママブック（妊婦の情報誌）の民間事業者との協働発行。
⑤　プレパパ手帳（父親への妊娠・出産・育児の情報誌）の発行。
⑥　あかし孫育て応援（祖父母への情報誌）の発行。
⑦　「養育支援ネット」による医療機関との連携（令和４年度実績（見込み）371件）を推進。
⑧　養育支援ネット連絡会、スキルアップ研修会の実施（H30～）。
⑨　子育て支援センター等、その他子育て各関係機関との連携。
⑩　地区担当保健師と連携し、地域における子育て支援ネットワークの構築。

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 6,549 正規 1.60 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 8,440 18,625 27,065 20,516 0

0 21,034 再任用 0.00 その他 0.4804当初予算 9,016 21,618 30,634 9,600 0

0 20,059 任期付 2.59 合計 4.6705当初予算 8,896 21,618 30,514 10,455 0

内容 金額

報償費
特定妊婦処遇検討会スーパー
バイザー謝礼等 105 報償費

特定妊婦処遇検討会スーパー
バイザー謝礼等 105令

和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費
消耗品費（母子健康手帳）、印刷
製本費（チラシ、タクシー券）等 1,791 需用費

備品購入費
デスク・椅子

120

消耗品費（母子健康手帳）、印刷
製本費（チラシ、タクシー券）等 1,791

役務費
タクシー運賃

7,000 役務費
タクシー運賃

7,000

合計（Ａ） 9,016 合計（Ｂ） 8,896

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -120

主な
理由

備品購入費の減



元

○

○

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
産前・産後支援事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150103000-012

予算所管課 こども局子育て支援室こども健康課
連絡先 (078)918-5656

衛生費 連絡先

項 保健衛生費 自治/法定 自治事務 開始年度 令和 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 母子保健費
根拠法令
・要綱等

母子保健法第17条、第22条事業 産前・産後支援事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-6 健康づくりの推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
妊産婦の妊娠・出産、子育てに関する悩みに対して寄り添い、心身の回復・安定を図るため、育児手技や産婦の休息にかか
る支援を行い、乳児家庭の健やかな子育てに繋げる。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

利用者数 産後ケア事業（宿泊/デイサービス/訪問）利用延人数 令和５年度 人 830

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　対象、事業内容
　産前・産後サポート事業：
　　妊産婦及びその家族がもつ妊娠・出産、子育てに関する悩み等に対し、保健師・助産師が継続的に訪問を行い、不安や悩みを傾聴した相談支援（寄り添い）を行う。

　産後ケア事業：
　　市内に住民票を有する母と乳児※に対して、母の心身のケアや育児のサポート等を助産師や保健師等の専門職が行う。
　　母のニーズを把握し、①宿泊型　②通所型　③訪問型のいずれかの方法でサービスを提供する。
２　実績
【産前産後サポート事業】
　新生児訪問後のフォロー訪問（ひよっこ訪問）
　　　　　　　　　 　 R2年度：実31人 延36人   R3年度：実17人 延22人 　R4年度（見込み）：実31人　延35人　Ｒ5年度（見込み）：実35人　延40人

　妊婦訪問　　　  R2年度：妊婦数2,874人　 訪問件数 37件　　R3年度：妊婦数2,809人　訪問件数 38件　　R4年度(見込み)：妊婦数2,900人　訪問件数45件
　　　　　　　　　　　R5年度：妊婦数2,900人 　訪問件数45件

【産後ケア事業】
　宿泊型　　　    R2年度：実43人 延108泊　　　R3年度：実 68人 延186泊  　 R4年度（見込み）：実79人 延113泊　　　R5年度（見込み）：実100人 延176泊
　通所型　　　    R2年度：実23人　延56日　　　R3年度：実 59人 延154日　　 R4年度（見込み）：実88人 延220日　　　R5年度（見込み）：実100人 延270日
　訪問型　　    　R2年度：実195人　延318回　 R3年度：実235人 延371回 　 R4年度（見込み）：実272人　延377回　　R5年度（見込み）：実275人 延380日

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

1,739 16,168 正規 2.20 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 11,669 18,856 30,525 12,618 0

1,200 21,370 再任用 0.00 その他 0.1704当初予算 16,370 26,535 42,905 20,335 0

1,200 26,133 任期付 3.02 合計 5.3905当初予算 12,396 26,535 38,931 11,598 0

内容 金額

旅費
家庭訪問等

150 報償費
研修講師謝礼

30令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費
消耗品、印刷製本費(助成券、チ
ラシ）、医薬材料費 250 旅費

委託料
産後ケア事業委託料、
産前産後サポート事業委託料 15,600 役務費

収納手数料、通信運搬費
94

家庭訪問等
150

役務費
収納手数料、通信運搬費

158 需用費
消耗品、印刷製本費(助成券、チ
ラシ）、医薬材料費 250

その他
報償費（研修講師謝礼）、
備品購入費（デジタル体重計） 80

使用料及び賃
借料

ブラウザ使用料
132

使用料及び賃
借料

ブラウザ使用料
132 委託料

産後ケア事業委託料、
産前産後サポート事業委託料 11,740

合計（Ａ） 16,370 合計（Ｂ） 12,396

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -3,974

主な
理由

実績から委託料の見直しによる減



28

○

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
こども健康センター管理運営事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150103000-013

予算所管課 こども局子育て支援室こども健康課
連絡先 (078)918-5656

衛生費 連絡先

項 保健衛生費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 新あかし健康プラン２１ 委託 指定管理

目 母子保健費
根拠法令
・要綱等

事業 こども健康センター管理運営事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-6 健康づくりの推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
こども健康センターで行う乳幼児健康診査事業、母子保健事業等の運営を円滑に行うために必要な整備を行う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

各事業参照 こども健康センターで実施する事業にかかる管理及び経費等 令和５年度 各事業参照

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

　○　こども健康センターの運営に必要な一般必要経費

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 6,604 正規 0.25 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 2,068 4,536 6,604 0 0

0 5,592 再任用 0.00 その他 0.0004当初予算 3,027 2,565 5,592 0 0

0 5,963 任期付 0.20 合計 0.4505当初予算 3,398 2,565 5,963 0 0

内容 金額

需用費
消耗品費

392 需用費
消耗品費

430令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

役務費
電話料、傷害保険

900 役務費

負担金補助及
び交付金

産業廃棄物処分料
15 委託料

保健システム改修費
500

電話料、傷害保険
918

使用料及び賃
借料

コピー使用料等
1,720

使用料及び賃
借料

コピー使用料等
1,535

負担金補助及
び交付金

産業廃棄物処分料
15

合計（Ａ） 3,027 合計（Ｂ） 3,398

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 371

主な
理由

保健システム改修による委託料の増



2

○

○

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
分娩前新型コロナウイルス感染症検査事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0150103000-014

予算所管課 こども局子育て支援室こども健康課
連絡先 (078)918-5656

衛生費 連絡先

項 保健衛生費 自治/法定 自治事務 開始年度 令和 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 母子保健費
根拠法令
・要綱等

明石市分娩前新型コロナウイルス感染症検査
費用助成要綱

事業 分娩前新型コロナウイルス感染症検査事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-6 健康づくりの推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
コロナ禍において、安全安心な出産を支援するため、新型コロナウイルス感染症の検査を希望する無症状の妊婦に対してＰ
ＣＲ検査費用を助成する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

ＰＣＲ検査希望者への
助成率

検査を希望した妊婦が助成を受けられるようにする。 令和５年度 ％ 100

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

１　事業内容
　①　助成額　　　：　上限20,000円まで〈１回の妊娠につき１回限り）

　②　助成対象　 ：  妊娠34週以降の無症状の妊婦で、明石市に住民票を有するもの及び市内産科医療機関でPCR検査を受けたもの
　　　　　　　            ※かかりつけ医からウイルス検査の説明を受け、検査への同意が必要
　　　　　　　　             分娩件数（年間3,000件）　受検割合見込み（10件）
２　実績
　　令和２年度　4件　73,550円　、令和３年度　12件　　231,400円　、　令和４年度　10件　200,000円（見込み）　、令和５年度　　10件　200,000円（見込み）

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 1,845 正規 0.23 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 231 2,214 2,445 600 0

0 2,044 再任用 0.00 その他 0.0004当初予算 200 1,944 2,144 100 0

0 2,044 任期付 0.03 合計 0.2605当初予算 200 1,944 2,144 100 0

内容 金額

扶助費
ＰＣＲ検査費用助成

200 扶助費
ＰＣＲ検査費用助成

200令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

合計（Ａ） 200 合計（Ｂ） 200

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由



5

○

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
伴走型相談支援事業

新規/継続 新規事業
事務事業の総点
検の整理番号

予算所管課 こども局子育て支援室こども健康課
連絡先 (078)918-5656

衛生費 連絡先

項 保健衛生費 自治/法定 自治事務 開始年度 令和 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 母子保健費
根拠法令
・要綱等

母子保健法、児童福祉法
伴走型相談支援及び出産・子育て応援給付金
の一体的実施事業実施要綱

事業 伴走型相談支援事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-6 健康づくりの推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
全ての妊婦や０～2歳の乳幼児を養育する子育て世帯 に対し、出産・子育て応援給付金と一体的に伴走型相談支援事業を
実施。継続的な子育て相談や支援を行うことで、安心安全な出産及び乳幼児の健全な育成を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

妊婦・新生児訪問時の
面談率

対象となる妊婦及び乳児家庭のうち、面談を実施した件数の割合 令和５年度 ％ 100

SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

【事業内容】
　伴走型相談支援事業として、 妊娠の届出時から妊婦 ・ 子育て世帯に寄り添った面談を行い、継続的な支援に努める。
　

１　面談時期　　①妊娠届出時　②妊娠8か月頃　③新生児訪問時
　　　　　　　　　　　※上記①と③については、既に子育て世代包括支援事業及び産婦・新生児訪問事業として実施。
　
２　内容　　　　　・令和5年度より、妊娠７か月頃にアンケートを発送し、妊婦の状況や利用を検討しているサービス等の確認。希望者、アンケート内容で
　　　　　　　　　　　気になる方は面談等を実施。
　　　　　　　　　　・状況未把握者へは、保健師・助産師から電話等による状況確認を行い、全数把握を行う。
　　　　　　　　　　・面談等の結果継続支援が必要な場合は、子育て世代包括支援センター地区担当に引継ぎ継続的支援を行う。

【実績（見込み）】
　令和５年度（見込み）　　　アンケート送付数（８か月）　2,900人　/　　妊娠８か月の妊婦面談・相談件数　　380件
　　　　　　　　　　　　　　　　　※妊娠届出時と新生児訪問については、別事業で令和5年度（見込み）を算定。

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥

○

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0 0 正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 0 0 0 0 0

0 0 再任用 0.00 その他 0.0004当初予算 0 0 0 0 0

0 449 任期付 0.00 合計 0.0005当初予算 2,149 0 2,149 1,700 0

内容 金額

旅費
訪問等交通費

400令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

需用費

委託料
保健師等の訪問指導委託

1,095

消耗品費、印刷製本費（アン
ケート、案内チラシ） 214

役務費
通信運搬費（案内チラシ送付等）

440

合計（Ａ） 0 合計（Ｂ） 2,149

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 2,149

主な
理由


